
 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計予算決算常任委員会 

総務文教分科会記録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月１３日 
 

 

 



 1 

【開催日】 令和６年３月１３日（水） 

【開催場所】 第１委員会室 

【開会・散会時間】 午前１０時２５分～午後５時２５分 

【出席委員】 

分 科 会 長 伊 場  勇 副 分 科 会 長 森 山 喜 久 

委 員 大 井 淳 一 朗 委 員 岡 山  明 

委 員 笹 木 慶 之 委 員 白 井 健 一 郎 

委 員 松 尾 数 則   
 

【欠席委員】なし 

【委員外出席議員等】 

議 長 髙 松 秀 樹   
 

【執行部出席者】 

副 市 長 古 川 博 三 総 務 部 長 辻 村 征 宏 

総 務 課 長 河 田 圭 司 総務課主幹兼危機管理室長  奥 田 孝 則 

総務課総務法制係長 田 島 正 秀 総務課統計係長 森 山 ま ゆ み 

総務課秘書室長 宮 本  渉 総務課危機管理室主任 藤 本 信 哉 

総務部次長兼人事課長 古 屋 憲 太 郎 人事課課長補佐兼人事係長  福 田 智 之 

人事課給与係長 室 本  祐 人事課給与係主任 長 村 知 明 

税 務 課 長 大 井 康 司 税務課課長補佐 桑 原  睦 

税務課収納係長 永 谷 真 史 税務課市民税係長 山 根 和 之 

税務課固定資産税係長 光 永 正 志   

消 防 課 長 橋 本 俊 昭 消防課課長補佐 乾 博 

消防課消防庶務係長 縄 田 良 弘 消防課消防団係主任 山 本 雄 大 

企 画 部 長 和 西 禎 行 企画部次長兼デジタル推進課長 山 根 正 幸 

企画課長兼 PPP／PFI 推進室長  工 藤  歩 企画課主査兼行政経営係長 福 田 淑 子 

財 政 課 長 山 本  玄 財 政 課 主 幹 別 府 隆 行 

財政課財政係長 江 本 洋 治 財政課調整係長 原 川 寛 子 

財政課管財係長 磯 山  聡   
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デジタル推進課主幹 村 上 信 一 デジタル推進課課長補佐 佐 貫 政 彰 

デジタル推進課デジタル政策係長  山 下  弘 デジタル推進課情報管理係長 藤 田 弘 太 郎 

協 創 部 長 篠 原 正 裕 協創部次長兼市民活動推進課長 河 上 雄 治 

市民活動推進課主幹 西 﨑  大 市民活動推進課市民活動係長 竹 森 和 貴 

市民活動推進課地域交流センター係長 増 本 順 之   

シティセールス課長 村 田  浩 シティセールス課主幹 池 田 哲 也 

シティセールス課課長補佐兼定住促進係長  道 元 健 太 郎 シティセールス課観光振興係長 渋 谷 桂 介 

シティセールス課広報係長  福 田 麻 奈 美 シティセールス課ふるさと納税促進係長  田 中 裕 介 

建設部長兼大学推進室長 大 谷 剛 士 建設部次長兼大学推進室副室長 高 橋 雅 彦 

大学推進室主査 大 坪 政 通 大学推進室主任 尼 﨑 幸 太 
 

【事務局出席者】 

事 務 局 次 長 中 村 潤 之 介 議 事 係 長 山 田 寿 実 子 
 

【審査内容】 

１ 議案第１１号 令和６年度山陽小野田市一般会計予算について 

  

 

午前１０時２５分 開会 

 

伊場勇分科会長 それでは一般会計予算決算常任委員会総務文教分科会を開会

いたします。審査内容は議案第１１号令和６年度山陽小野田市一般会計

予算についてです。審査番号１番から進めてまいります。まずは議会費

から。６０から６３ページまでのところで質疑のある方の挙手を求めま

す。 

 

森山喜久副分科会長 ６３ページの１３節使用料及び賃借料のシステム利用料

とありますが、このシステムの説明をお願いしていいですか。 

 

中村議会事務局次長 こちらは会議システムの基本利用料等になります。主に
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は基本料金、それからシステムライセンス追加、データ容量追加、マイ

クロソフトのライセンス追加、それから、ｉＰａｄＰｒｏのレンタル料

金等になります。 

 

森山喜久副分科会長 昨年の当初よりも１２０万円ほど減っていると思うんで

すが、この金額で大丈夫ということでよろしいでしょうか。 

 

中村議会事務局次長 はい、問題ありません。 

 

森山喜久副分科会長 ちなみに、何か機材が減ったとかそういう状況なんです

か。 

 

中村議会事務局次長 差額については、調べてから後ほど回答します。 

 

伊場勇分科会長 そのほか質疑はございませんか。 

 

岡山明委員 本会議場のマイクと委員会室のマイクで、機能的に統一されてい

ない部分があるんですけど、今後、本会議場と委員会室のマイクの機器

関係の統一性を図るかどうか、予算の部分もあるんですけど、もしよろ

しければ聞きたいです。 

 

中村議会事務局次長 今の御指摘は、例えば、本会議場であれば、議員の自席

にあるマイクにスピーカーがついていて、そちらにヘッドホンを挿して、

それぞれ聞けるというところの話でしょうか。ほかに委員会室との違い

となると、中継自体のシステムになるかと思うんですけど、どちらの点

でしょうか。 

 

伊場勇分科会長 反問権でございますね。もうちょっと具体的に質問していた

だければと思います。 
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岡山明委員 本会議場では、マイクの横にイヤホンを設置できるシステムがあ

るんですよ。本会議場はできるけど、委員会室はないということで、イ

ヤホンで聞けるというシステムを本会議と区別することなく設置してい

ただきたいと思っているんです。具体的に言うとその辺の考えはどうか

ということです。 

 

中村議会事務局次長 では先ほどの前者のことでということでお答えいたしま

す。今おっしゃられるように、委員会室にはそのシステムがついており

ません。当然その機器の更新ということになると、今、岡山委員からも

話がありましたように、予算立てが必要になります。その検討の際には

事務局からの提案もあろうかと思いますけれども、議会の中でも、例え

ば議会運営委員会等で今後の委員会室の在り方をどうするかというのを

検討していく、それから予算立てという順序があろうかと思います。い

ろいろ要望がありましたということを受け止めて、次年度予算に向けて

協議していけたらと思っています。 

 

伊場勇分科会長 令和６年度はその予算内ということでございます。 

 

岡山明委員 そういうことで、なぜかと言うと市民から加齢性難聴者の補聴器

の購入を公費でという請願が出ている状況でありますので、加齢性難聴

者という意味の上でも、やっぱり議員にも同じように、議場と同じよう

なシステムを今後設置していただきたいという希望があって、この話を

したという状況です。それを理解していただいて、今後検討していただ

きたいと思います。 

 

伊場勇分科会長 要望ということです。それについては、また委員会で話すべ

きことだと思います。予算書の中の質疑を求めます。議会費について大

丈夫でしょうか。（「なし」と呼ぶ者あり）質疑なしということで議会

費については終わりたいと思います。次に、大学推進室に関わるところ

で、大学費のところ１２８、１２９ページでございます。質疑のある方
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は挙手にてお願いいたします。 

 

白井健一郎委員 授業料等減免補助金についてお伺いします。まず確認ですけ

れども、学生の授業料が減免された場合は、補助金が全額国から出てい

るんでしょうか。 

 

大坪大学推進室主査 授業料等減免補助金に関しましては、国からの普通交付

税措置がされておるところでございます。以上です。 

 

白井健一郎委員 額はここに書かれているとおり、約１億７００万円となって

いますけれども、これは学生数でいうと、何人ぐらいに当たるのですか。

今の学生の総数と授業料減免に当たる学生数を聞きたいです。 

 

大坪大学推進室主査 令和６年度の学生数の見込みですが、１，３９８人とな

っております。そのうち、このたびの減免の予算上の人数は２６５人、

割合としまして１４．７％ということになっております。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、この大学費についての質疑はありませんか。 

 

岡山明委員 １８節施設整備補助金ということで、テニスコートや駐車場の予

算と思うんですけど、この整備状況はどこまで進んでいますか。 

 

大坪大学推進室主査 おっしゃられるとおり、こちらは駐車場、テニスコート

の整備に関わる施設整備補助金となっております。現在、設計が終わり

まして、駐車場側の整備が開始されております。来年度中にまず駐車場

が完成しまして、その後、テニスコートが完成する予定となっておりま

す。 

 

岡山明委員 令和７年度には駐車場もテニス場も一応ほぼ完成するという状況

でいいですか。 
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大坪大学推進室主査 令和６年度中に完成予定となっております。 

 

森山喜久副分科会長 授業料等の減免補助金の関係で、入学金と授業料それぞ

れと思っていますが、それぞれの見込み人数を教えてもらっていいです

か。 

 

大坪大学推進室主査 入学金に関しましては７３人、１，３１６万円となって

おります。授業料は２６５人、９，４３９万４，０００円となっており

ます。 

 

森山喜久副分科会長 全体の生徒数がありますよね。全体の割合のうち、１０％

とか１５％とか、大体どれぐらいを見込んでいるか教えてもらえますか。 

 

大坪大学推進室主査 入学金に関しましては、入学者の予定が４５０人中、７

３人ということで、１６．２％を見込んでおります。授業料に関しまし

ては先ほど申し上げましたが、１，７９８人中、２６５人ということで

１４．７％を見込んでおります。 

 

大井淳一朗委員 公立大学法人評価委員会の委員の定員は条例上、何人になっ

ていますか。 

 

大坪大学推進室主査 条例上の定員は６名以内となっております。 

 

大井淳一朗委員 ６名以内ということは４人とか、５人とか、６人でもいいん

ですけれども、３人ですよね。これは、ずっと３人で来ているんですが、

これをずっと維持する意味があるんですか。３人とした根拠を教えてく

ださい。 

 

大坪大学推進室主査 現在３名の方は、山口大学工学部の先生と日本赤十字病
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院の薬剤課長、あと山口銀行の支店長に委員になっていただいておりま

す。それぞれ工学、薬学、そして経営の学識経験者ということで、３名

の方にお願いしているという状況でございます。 

 

大井淳一朗委員 以前は公募で市民とか入れていたんですが、入れない方針で

すか。今後はどうですか。 

 

大坪大学推進室主査 条例上、学識経験者となっており、かなり特殊なものを

扱うということでございますので、市民公募等は行わない予定としてお

ります。 

 

岡山明委員 授業料等の減免、運営補助金ということで、令和３年度のときに

授業料等の減免に係る費用の内訳という資料もあったんですけど、今回

それはないみたいな状況なんです。授業料ということは当然入学金もあ

ると思うんです。これに入学金の話が出ていないんですよ。これは、こ

の中に一緒に含まれるという状況ですか。 

 

伊場勇分科会長 先ほど、森山副会長が質問しました。 

 

岡山明委員 私がもらっているのは入学金とかいろいろあって、市の支給の区

分が満額と３分の２、３分の１で、それぞれ区分されておる資料なんで

す。令和３年度に対して、今回は大ざっぱな状況で、今、入学金と授業

料、総体的な人数を言われたんだけど、その辺の内訳というのは。今回、

学部も増えていますよね。そういう状況の中で、今後やっぱり市からの

支出も当然出てくる状況になってくると思うんですよね。今回は、医薬

工学科に６０人入ってきますよね。当然増えてくるという状況はあると

思うんですよ。そういった意味で、まずは入学金の支払いの関係が出て

くると思うんです。その辺の状況はどうか、もうちょっと詳しくお聞き

できればいいなと思ったんです。 
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大坪大学推進室主査 おっしゃるとおり、今、新学科の新設が続いております

ので、見込み数も増加傾向となっております。予算上で言いますと、昨

年度から、３６３万７，０００円増額しているところでございます。以

上です。 

 

森山喜久副分科会長 同じく１８節運営費交付金、こちらの積算の内訳を教え

てもらっていいですか。 

 

大坪大学推進室主査 運営費交付金に関しましては、大学の予算から、大学の

授業料等の自己収入を差し引きまして、その差額分に関して市が支払う

ものとなっております。 

 

森山喜久副分科会長 もともと交付税で交付されている金額もありますか。 

 

大坪大学推進室主査 おっしゃるとおり普通交付税は、こちらの学生数に単価

を掛けて、普通交付税措置がなされているところでございます。 

 

森山喜久副分科会長 以前は工学部と薬学部の生徒数で金額が違っていたと思

うんですが、その辺を教えてもらえますか。 

 

大坪大学推進室主査 工学部は１４６万２，０００円で見込んでおります。こ

れは前年度から横ばいという形で見込んでおります。薬学部が１６６万

７，０００円で、こちらも横ばいと。ここ数年は横ばい傾向ですので、

横ばいということで見込んでおります。 

 

伊場勇分科会長 そのほか大学費についての質疑はありますか。（「なし」と

呼ぶ者あり）それでは次に行きたいと思います。消防課が所管する部分

について、まず７８、７９ページ。埴生出張所建設基金積立金。（「な

し」と呼ぶ者あり）いいですか。消防課の部分だけです。７８、７９ペ

ージが終わりまして、２４６ページです。 
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森山喜久副分科会長 ２４６、２４７ページの１８節負担金、補助及び交付金

の宇部・山陽小野田消防組合費分担金の負担割合。交付税の割合ですが、

この前もあったと思うんですけど、どれをどれぐらいのパーセンテージ

で計算したか教えてもらっていいですか。 

 

縄田消防課消防庶務係長 この負担割合については、令和６年度の当初予算で

は、まだ割合が確定しておりませんので、令和５年度の確定割合で算定

しているところでございます。山陽小野田市が３４％、宇部市が６６％

で計算しております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 ２５０、２５１ページまで行きたいと思います。２１１ペー

ジの上段までです。 

 

岡山明委員 財政基準財政需要額における消防費の推移ということで、宇部市

と山陽小野田市がちょうど倍という記述だったんですけど、負担割合の

数字が三十何パーセントという基準は何か、もう一度確認したいんです。 

 

縄田消防課消防庶務係長 これは、人口とか、人口密度とか、あとコンビナー

トの有無など、そういった様々な補正係数があります。それによって、

基準財政需要額の消防費部分が決まっており、宇部市と山陽小野田市の

負担割合が決まります。 

 

岡山明委員 消防運営計画は平成２３年につくられた分で、合併の前ぐらいの

ときの話なんです。そのときに、基準財政需要額という形で山陽小野田

市と宇部市に強化されて、これは金額的にはちょうど宇部市の半分とい

う割合になっていたんですよ。人口で比べたら今、宇部市の人口１５万

人に対して山陽小野田市が６万人という状況で、その辺の割合でいった

ら、大体今言われた形なんでしょうけど、逆にそういう財政の部分で話

をすると、市税とかそういう話をすると、こういう運営計画においては、
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金額的には半額という、そうじゃなくて今実際、運営費として山陽小野

田市と宇部市が払っている、それぞれの割合というのは先ほど言われた

形の割合で出ているという形でいいんですか。 

 

伊場勇分科会長 繰り返しになるかもしれませんが、項目を挙げていただけた

らいいかなと。人口と人口密度、コンビナートの三つですよね。 

 

縄田消防課消防庶務係長 お見込みのとおりでございます。 

 

伊場勇分科会長 そのほか消防費で質疑はございませんか。 

 

大井淳一朗委員 ２４９ページ、山陽消防署埴生出張所整備事業ですが、進捗

状況についてお答えください。 

 

縄田消防課消防庶務係長 今、土地造成工事が終わりまして、くいを打ってい

るところでございます。ちょうど今日か明日ぐらいにくい打ちが全部完

了しまして、それから残りの盛土をしまして建設工事に取りかかるとい

う段取りになっております。一応工程どおりに進んでおります。 

 

岡山明委員 今新しい埴生出張所の話をされたんですけど、前回視察に行った

ときに、今回設置される新しい消防署の埋立ての位置が、今の消防署よ

り、１メートル５０センチメートルぐらい、私の膝下ぐらいに、そうい

う埋立ての状況になっているんですよ。今後、当然今よりかさ上げした

状況で、今の消防署と同じ位置ぐらいに新しい消防署ができるかどうか。

今の位置からいくと、５０センチメートル低いという状況になっていま

すので、新しい施設に対するかさ上げの状態をもう一度確認させていた

だきたいんです。 

 

伊場勇分科会長 造成して、今工事が進められていると思います。津波の対策

としてかさ上げして工事をしているという認識でございますが、今のこ
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とについて答えてください。 

 

縄田消防課消防庶務係長 多分、委員が見られたのは、造成が終わった段階で、

現出張所よりも少し低い形になっていると思うんですけども、これは、

現在くい打ち作業をやっておりまして、くいを打つときのくい打ち機が、

かなり重量があります。この作業をするときに擁壁に影響が出ない高さ

まで盛土をしておりまして、くい打ちが終わった段階で、現出張所より

も高い位置まで盛土をしてから出張所を建てるという形になっておりま

すので、今時点ではちょっと低いように見えるかと思います。 

 

伊場勇分科会長 今は工事の途中ですので、事故が起こらないような取扱いと

いうことです。 

 

白井健一郎委員 今の山陽消防署埴生出張所の話ですけれども、債務負担行為

として令和７年度まで、限度額９００万円となっておりまして、これは

令和７年度に完成すると見てよろしいでしょうか。 

 

縄田消防課消防庶務係長 この債務負担行為は、新しい出張所の外構工事にな

ります。舗装周りやフェンスの工事を予定しております。現時点では、

令和７年度中に供用開始する予定となっております。 

 

白井健一郎委員 あと少し細かい話になりますが、この前というか、二、三か

月前に視察に行ったときに―あそこはトイレがちょっと古いみたいで

す。どう認識していますか。 

 

伊場勇分科会長 今の出張所のトイレがということですか。今の質問は認識さ

れているかどうかということですか。（うなずく者あり） 

 

橋本消防課長 現状はよく把握しております。当然、職員には迷惑をかけてい

るんですけども、もう間もなく完成ですので、そこまでは現状のままで



 12 

いかせていただく予定にしております。 

 

伊場勇分科会長 そのほかの質疑はありますか。 

 

森山喜久副分科会長 １７節の備品購入費について説明をお願いします。 

 

伊場勇分科会長 ２４９ページ、備品購入費の機械器具費の４２万９，０００

円について。非常備消防費ですね。機械器具費は何を購入するのかです。 

 

山本消防課消防団係主任 １７節の備品購入費でよろしいでしょうか。（発言

する者あり）機械器具費は…… 

 

伊場勇分科会長 消防施設費じゃなくて非常備消防費のほうですね。 

 

森山喜久副分科会長 ２目非常備消防費の１７節備品購入費を教えてもらって

いいですか。その後にまた３目の消防費のほうも質問したいと思います。 

 

山本消防課消防団係主任 非常備消防費の備品購入費にありましては、消防ホ

ース１３本を購入予定としております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 もう一つが、消防施設費の備品購入費の１，２５０万９，０

００円の内容ですね。お願いします。 

 

縄田消防課消防庶務係長 これにつきましては、小野田消防署と山陽消防署の

水銀灯をＬＥＤ化するものでございます。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 全部で何灯換える予定でしょうか。 

 

縄田消防課消防庶務係長 小野田消防署は屋外運動場とか玄関ホール、多目的

ホールの水銀灯で、全部で２５灯ほどＬＥＤ化を行います。山陽消防署
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については、車庫、訓練棟、街灯の水銀灯で、全部で１３灯を予定して

おります。 

 

岡山明委員 ２４７ページの常備消防費の部分で、金額が１０億円出ています。

宇部市、山陽小野田市、１人当たりの消防費は大体どのぐらいかかって

いるか、分かればお聞きしたいです。今、私が見る分では新しいのがな

いんですよ。平成２２年は市民の１人当たりの消防費としては１万５，

０００円程度ということで、今消防費は１人当たりどのぐらい使われて

いますか。 

 

橋本消防課長 現状は１万４，８００円程度が１人当たりの負担になっていま

す。 

 

伊場勇分科会長 そのほかはに質疑ありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）

それでは、審査番号１を終わります。暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５５分 休憩 

 

午前１１時 ５分 再開 

 

 

伊場勇分科会長 それでは休憩を解きまして、分科会を再開いたします。審査

番号２、税務課に関わる部分について、７４、７５ページの７目会計管

理費のところです。７５ページのところぐらいまでですね。 

 

森山喜久副分科会長 １１節の役務費が昨年よりもかなり上がっていると思っ

ているんですが、その辺の説明をお願いします。 

 

大井税務課長 役務費の中の手数料、１，００９万１，０００円計上されてお

りますが、このうち税務課が関連するのは９９万円になります。この内
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容といたしましては、コンビニ収納等の事務手数料、それと金融機関に

口座振替データを伝送するための基本料金がこちらに計上されておりま

す。 

 

森山喜久副分科会長 今コンビニ収納は大体何件ぐらいありますか。 

 

大井税務課長 昨年度が４万８，９４６件、今年度が１月末までの数字になり

ますが、４万７，７０３件です。 

 

伊場勇分科会長 よろしいでしょうか。（「はい」と呼ぶ者あり）それでは、

９０、９１ページの１５目地籍調査費です。（「なし」と呼ぶ者あり）

次、１１２から１１７ページ。１目、２目ですね。税務総務費と賦課徴

収費ですね。 

 

森山喜久副分科会長 １１６、１１７ページ、１２節委託料になるんですけれ

ど、一番上のシステム改修委託料は、どのシステムの改修を行うのか教

えてもらっていいですか。 

 

大井税務課長 こちらは、税務の基幹システムのＣＯＫＡＳ―Ｒ／ＡＤⅡにな

ります。 

 

森山喜久副分科会長 昨年はシステム改修委託料が４８２万３，０００円だっ

たのが、今回は１７０万５，０００円となっていますが、減ったのはど

ういった理由でしょうか。 

 

大井税務課長 昨年度の予算で、軽自動車保有関係の手続のワンストップサー

ビスと軽自動車納付確認システム、こちらが三輪、四輪を対象に運用す

るために改修しておりました。来年度から対象が増えまして、二輪の軽

自動車及び二輪の小型自動車に係る軽自動車申告手続が追加されること

になったことから、今年度に改修するものとなっております。それで金
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額が若干減っております。 

 

笹木慶之委員 １１５ページの償還金、利子及び割引料のことですが、これの

内訳を教えてください。償還金とそれから還付加算金について加えてお

願いします。 

 

大井税務課長 こちらにつきましては、枠取りと言ったらおかしいですが、今

現在、どこに幾ら返すというのが発生しているわけではありません。毎

年同じ金額で枠取りをして対応させていただいております。 

 

笹木慶之委員 それはそれで分かります。そういう想定をされておりますが、

どのような状況で動いているかということを聞いているわけです。かな

りの金額が入っていますからね。 

 

大井税務課長 一応ここ数年の実績等も勘案しながら、あとは年末に主要企業

を回らせていただいておりますので、そちらのほうで確認しながら計上

させていただいております。話を伺った限りでは、今のところ、大きい

支出が出る感じではないので、例年と同じ金額を計上させていただいて

おります。 

 

笹木慶之委員 例年と同様ということだけど、これだけの金額は出るわけよね。

この金額で大丈夫ですか。 

 

大井税務課長 一応財政課とも予算編成の段階で協議させていただいて、もし

急激に出たとしたら、補正予算ですぐ対応するという確約は得ておりま

す。 

 

岡山明委員 １１７ページの賦課徴収費の分で、固定資産総合鑑定評価委託料

１，２００万円とあるんですけど、１０ページの債務負担行為の中で４，

５００万円という金額が出ております。これを年にすると１，２００万
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円程度の費用になっているんですか。それが令和８年までという形にな

っていますか。 

 

大井税務課長 こちらにつきましては、３年に１回評価替えに伴う形で出てき

ております。今回予算に上げているのは、令和９年度の評価替えに向け

ての作業で予算を組ませていただいております。今年度が今のところ１，

２１０万円で、予算書の３０４、３０５ページを見ていただきますと分

かりますが、上から二番目に、同じ業務名で入っております。こちらが

令和７年度と令和８年度を合わせて４，５７１万６，０００円の債務負

担を取らせていただいて、３年間でやる事業になります。一応、今年度

は予算を可決していただきましたら、入札の手続を取って業務を進めて

いきたいと思っております。 

 

森山喜久副分科会長 同じく１１７ページの１８節負担金、補助及び交付金の

地方税共同機構負担金は初めて出てきたのかなと思うんですけど、これ

の説明をお願いします。 

 

大井税務課長 これは、以前まで地方税電子化協議会負担金という名称になっ

ておりましたが、会の名前が変わりましたので、今回予算書での名前を

変えております。 

 

森山喜久副分科会長 それに合わせて２００万円負担金が増えたと認識してい

るんですが、その辺どうでしょうか。 

 

伊場勇分科会長 なぜ増えたのか。 

 

大井税務課長 こちらにつきましては、全ての地方公共団体が加入する機関の

組織になり、ｅＬＴＡＸ運用関係の経費を負担する形になります。固定

額ではなく、システムの維持改修、開発の規模に応じて毎年異なってき

ます。 
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伊場勇分科会長 そのほかに質疑はございますか。（「なし」と呼ぶ者あり）

それでは審査番号２は終了いたします。ここで暫時休憩といたします。 

 

午前１１時１６分 休憩 

 

午前１１時２１分 再開 

 

伊場勇分科会長 それでは休憩を解きまして分科会を再開いたします。審査番

号３番、総務課、人事課に関わるところで、まずは６４ページから６９

ページ、一般管理費のところで質疑のある方は挙手にてお願いいたしま

す。 

 

笹木慶之委員 ６５ページの報酬の中のいじめ調査検証委員会委員と、それか

ら、あってはいけませんが、そのような実態があるのか。その対応につ

いてもお答えください。 

 

田島総務課総務法制係長 いじめ調査検証委員会委員についてですけれども、

こちらは、学校などでいじめがあった場合に、教育委員会が行ういじめ

の調査について、市長部局も検証を行うという趣旨の委員会でございま

す。こちらについては、過去に実施したことはありません。以上です。 

 

笹木慶之委員 これの管轄は教育委員会ではなしに、市長部局でやっていると

いうことでいいですね。 

 

田島総務課総務法制係長 教育委員会が行ういじめの調査について、これの検

証を市長部局で行うというところでございます。 

 

白井健一郎委員 今と同じところをお聞きしますが、このいじめ調査検証委員
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会を設置したのは、常設じゃないから設置と言えるか分かりませんけど、

この制度をつくったのは何年前からですか。 

 

河田総務課長 平成２５年にいじめ防止対策推進法の施行がございまして、そ

れを受けまして、教育委員会でまず調査をする。その結果、案件が重要

な場合には、市長部局でも改めて調査をするという趣旨の法改正がござ

いましたので、そのときから設置して対応しております。 

 

白井健一郎委員 ということは、平成２５年から約１０年ですか。まだ１件も

重大案件の報告はないと認識してよろしいですか。 

 

河田総務課長 はい、重大案件は発生しておらないということでございます。 

 

伊場勇分科会長 そのほか６９ページまで。 

 

森山喜久副分科会長 ６９ページの１９節扶助費の見舞金３０万円の説明をお

願いします。（発言する者あり） 

 

伊場勇分科会長 １９節は生活安全課でございました。失礼しました。そのほ

か、よろしいでしょうか。 

 

大井淳一朗委員 ６７ページなんですが、顧問弁護士委託料９２万４，０００

円、顧問弁護士は今何人ですか。１人だけですか。 

 

田島総務課総務法制係長 現在１人でございます。 

 

大井淳一朗委員 多分市外の方だと思うんですが、山陽小野田市も弁護士は結

構増えてきています。別に市内にこだわることはないんですが、やはり

ぱっと迅速に対応するためには、市内も活用したほうがいいかなあと思

うので、今後の予定はどうですか。 
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河田総務課長 顧問弁護士でございますけれども、もし万が一、訴訟案件にな

りました場合に、市内の弁護士の先生方、心強いというところでござい

ますけれども、原告側として関与されるという可能性が非常に高うござ

います。その場合に、双方代理、利益相反になりますので、市としても

御相談しづらくなるというところがございますので、現在のところ、市

外の方にお願いするというメリットもあるのかなというところで、対応

しております。 

 

古川副市長 補足でございますが、顧問弁護士につきましては、総務課長が申

したとおりでございます。それとは別に、法律相談で弁護士会に委託し

ております。今年度までは、下関地区の弁護士会にお願いいたしており

ましたが、来年度からは宇部地区の弁護士会にお願いすることといたし

ます。宇部地区の弁護士会に山陽小野田市の弁護士が今５人いらっしゃ

いますが、その方も所属していらっしゃいますので、迅速に市民法律相

談に対応していきたいと考えております。予算の費目はここじゃないで

すけど、法律相談、リーガル面での対応ということではそのように考え

ております。 

 

伊場勇分科会長 はい、分かりました。そのほか。（「なし」と呼ぶ者あり）

なければ、人事管理費、６９から７３ページまで。情報管理費まで行き

たいと思います。 

 

岡山明委員 ７１ページの役務費で、通信運搬費。この費用は広報紙の部分な

んですけど該当しますか。 

 

伊場勇分科会長 文書管理費の１１節通信運搬費、１，７００万円です。 

 

田島総務課総務法制係長 役務費の通信運搬費につきましては、市から発送さ

れる郵便料などの費用でございます。 
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岡山明委員 広報紙の運搬費の費用はどこに入っていますかね。 

 

河田総務課長 こちらの文書管理費には入っておりません。市民活動推進課で

委託しておりますので、委託料になるかと思います。 

 

森山喜久副分科会長 ７１ページの２目、１８節負担金、補助及び交付金、山

口県ひとづくり財団派遣職員給与費負担金の説明をお願いします。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 こちらの山口県ひとづくり財団派遣職員給与

費負担金につきましては、山口県ひとづくり財団に各市町が順番に職員

を派遣しております。その職員の給与費につきまして、人口規模、また

研修派遣に出した職員の人数等に応じて案分して、負担しておるという

形になっております。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 その三つ下に派遣職員給与費負担金１，０４５万８，０

００円がありますよね。これも説明をお願いします。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 こちらにつきましては、山口県から本市に、

地方自治法に基づく派遣をしていただいております職員の人件費につき

ましては、本市で負担をする形になっておりますので、人件費の相当額

について負担金として計上させていただいております。 

 

森山喜久副分科会長 令和５年度まではなかったけど、令和６年度から１人な

いし２人派遣される予定ということでいいですか。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 こちらの派遣職員給与費負担金につきまして

は、令和５年度までは補正対応、３月補正で計上させていただいており

ましたが、もうこちらの派遣があるということで、当初から計上させて

いただいております。以上です。 
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笹木慶之委員 ７１ページ、１８節負担金、補助及び交付金、一番下なんです

が、職員資格取得補助金という欄がありますね。これはどのような目的

で使っておられるのか。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 こちらの職員資格取得補助金につきましては、

令和５年度から事業を実施しておりまして、職員の自発的な資格取得、

スキルアップ等を目指す職員に対しまして、業務に関連する資格等を取

られた際に、その一部を補助するという形で、こちらの補助金を要求さ

せていただいております。 

 

笹木慶之委員 令和５年度からということですが、要はその自発的な業務にと

いうことですけど、なかなか線引きは難しいと思うんですよね。これは

何か明記されていると理解していいですか。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 こちらにつきましては、要綱を設置しまして、

その要綱に基づいて補助金を支出しております。 

 

笹木慶之委員 これは後日、要綱を頂いて結構ですか。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 はい、大丈夫です。 

 

伊場勇分科会長 それでは今、この職員資格取得の補助金について、要綱があ

るということでございますので、これ資料を請求したいと思います。皆

さんよろしいでしょうか。（「はい」と呼ぶ者あり）それでは資料を準

備していただけたらと思います。それ以外のところの質疑について。 

 

森山喜久副分科会長 同じ７１ページの一番上、１２節委託料、産業医の委託

料の説明をお願いします。 
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福田人事課課長補佐兼人事係長 こちらの産業医委託料につきましては、職員

の健康指導、高ストレスでの面談や健康相談等を、産業医にしていただ

くための委託料となっております。 

 

森山喜久副分科会長 今までの実績は、年間に何件ぐらいかというのを教えて

もらっていいですか。 

 

福田人事課課長補佐兼人事係長 大体なんですが、年間に１０件から１５件程

度相談があります。 

 

伊場勇分科会長 そのほか質疑はございますか。７３ページまで。情報管理費

もよろしいでしょうか。 

 

森山喜久副分科会長 ７３ページ、４目情報管理費の１２節委託料、電算機保

守委託料の説明をお願いします。 

 

伊場勇分科会長 ちょっと待ってください。（発言する者あり）７６ページか

ら７９ページまで。財産管理費だけですね。 

 

森山喜久副分科会長 ７７ページ、８目財産管理費の１３節使用料及び賃借料

の機械器具借上料の説明をお願いします。 

 

河田総務課長 こちらの機械器具借上料でございますが、財政課の所管となり

ます。 

 

大井淳一朗委員 ７９ページの、積立金の中の庁舎建設整備基金積立金です。

これは、計画があると思うんですが、どのようになっているか、改めて

お伺いします。 

 

田島総務課総務法制係長 庁舎建設整備基金積立金につきましては、耐震改修
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工事を行いましたときに、今後２０年程度、庁舎を使い続けるようにし

ておりますので、約２０年後の庁舎の再整備のために積み立てるもので

ございます。以上です。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、よろしいでしょうか。（「なし」と呼ぶ者あり）

ないようなので次に行きます。８８から９１ページの１４目防災費につ

いてです。質疑がありましたらお願いします。 

 

森山喜久副分科会長 ９１ページの１８節負担金、補助及び交付金のところに、

このたび無線従事者講習負担金とか山口県防衛協会負担金、山口県防災

行政無線再整備負担金というのが新たに加わっていると思います。その

３項目について説明してもらっていいですか。 

 

奥田総務課主幹兼危機管理室長 まず、一番目に御指摘いただきました無線従

事者講習負担金につきましては、山口県と共同で運営しております山口

県防災の無線を運用する際に、無線の免許で、陸上第３種というか、ち

ょっと正式名称を忘れましたが、免許が必要になります。総務課全員で、

防災当番体制をしておりますので、全員がその無線を扱うことができる

ように、２年に一度県に主催していただいております。この無線従事者

講習会を令和６年度は開催する年になりますので、２人分ほど予算を計

上させていただいているという状況になります。続きまして、山口県防

衛協会負担金でございますが、こちらの防衛協会につきましては、防衛

意識の高揚、防衛基盤の育成強化、自衛隊の活動の支援協力等を目的と

した民間の全国組織になりまして、防衛問題に関する調査研究、情報交

換、自衛隊の主要な行事等に対する支援協力などを行っている団体とな

ります。国民保護に関する研究も行われておりまして、本市でも自衛隊

については市の防災会議や国民保護協議会のほうにも参画して御協力い

ただいていますところ、特に、国民保護については武力攻撃事態等に対

処する必要がございまして、本市のみならず、近隣市や民間企業との連

関、連携を深めた対応が求められております。こうした中、近隣市であ
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ります宇部市や美祢市という自治体に加えて、民間企業も加入されてい

らっしゃる当協会の宇部支部への加入について、このたびお願いがござ

いまして、関係各課で検討させていただきましたところ、防災や自衛官

募集、事務などの横の連携を強化する必要があるということから加入す

ることといたしました。最後になりますが、山口県防災行政無線再整備

負担金でございます。こちらは、先ほど冒頭の免許のお話をさせていた

だきましたが、山口県の防災行政無線がかなり老朽化しておりまして、

来年度更新の時期となっております。山口県下、関係市町と消防関係、

全ての機器を更新いたしまして、山陽小野田市の機器の更新分の負担金

として予算計上させていただいているものとなります。説明は以上です。 

 

森山喜久副分科会長 最後の再整備負担金は、山陽小野田市分が１，７００万

円ということで、これは令和６年度のみという理解でいいんでしょうか。 

 

奥田総務課主幹兼危機管理室長 御指摘のとおりでございます。 

 

森山喜久副分科会長 あと、同じく１８節の中ほどに地区防災会補助金があり

ますが、これの説明をお願いします。 

 

奥田総務課主幹兼危機管理室長 地区防災会補助金につきましては、山陽小野

田市内に１１地区ございます。各自治会にはセーフティネットワークと

いう団体を設けていただいておりまして、こちらのほうで毎年、防災訓

練をしていただいております。こちらの防災訓練に対する補助金として

１団体当たり１０万円を上限として、１１地区分の１１０万円を計上さ

せていただいているものとなります。 

 

森山喜久副分科会長 このセーフティネットワークに対する補助金、防災訓練

とかその辺もあるんでしょうけど、大体いつもいつぐらいにお支払いし

ているんでしょうか。 
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奥田総務課主幹兼危機管理室長 地区の防災訓練の前に、どういった訓練を行

うという申請等を頂きまして、その後訓練を実施してお支払いするとい

う形になりますので、おおむね秋口から冬にかけての時期が多いかと認

識しております。 

 

森山喜久副分科会長 というのは、今回地域づくり交付金のところに概算で一

緒に組み込まれていると思うんですよね。そのときの審査のときに話を

しなきゃいけない案件ではあるでしょうけれど、その交付金で一緒に払

うのがいいのか、こういうふうに個別に払うのがいいのかという辺で、

整理されていらっしゃるでしょうか。その辺教えてもらっていいですか。 

 

河田総務課長 副会長の御指摘どおりで、本市は来年度からＲＭＯの取組を進

めていくということで、担当は市民活動推進課になりますが、一括でお

渡しする補助制度を用意しておるというところでございます。一方で、

こちらにも同じようなものがあるという御指摘かと思いますけれども、

こちらもＲＭＯの組織の立ち上げ、これがいつできるかというところが

なかなか確定し得ないというところがございますので、大変失礼なんで

すが、仮に、立ち上がらなかった場合にお支払いできるように枠取りと

して、１１校区分の予算を計上させていただいております。早くに立ち

上げていただいて、地域づくり交付金が使われる場合には、こちらのほ

うは不交付ということでの対応ができるような要綱の整理をしておりま

すので、そういった整理ということで御理解いただければと思います。 

 

伊場勇分科会長 そのほかに質疑はございませんか。自主防災組織補助金が出

てございますが、これも一律で配っているものなのか、それについて内

容を教えてください。 

 

奥田総務課主幹兼危機管理室長 こちらは、ほぼ各自治会が自主防災組織とし

て登録していただいている団体に対して、自治会単位で行っていただく

防災訓練に対してお支払いする補助金となっております。こちらの詳細
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を申し上げますと、初めて自主防災組織を立ち上げたという団体がいら

っしゃいましたら、ちょっと加算を増やしておりますが、２回目以降に

つきましては再申請ということで、若干補助金額が少ないという形で実

施しているものとなります。現在、自主防災組織を市内で立ち上げてい

ただいている団体は２９３団体で、市内の全自治会数が３４４団体いら

っしゃいますので、ほぼ９３％以上、ほとんどの自治会が自主防災組織

を立ち上げていただいているという状況になりまして、立ち上げていた

だいている団体が訓練をされたときにお支払いする補助金となります。 

 

伊場勇分科会長 立ち上がってない団体については、市は何かアプローチして

いるんですか。 

 

奥田総務課主幹兼危機管理室長 広報紙などでも周知させていただいているん

ですが、主に出前講座のほうで、立ち上げられていない団体については、

そういった制度もございますし、ぜひ団体の中での防災意識の高揚を含

めて自主防災組織を立ち上げていただきたいというお願いをしていると

ころでございます。 

 

伊場勇分科会長 分かりました。防災意識、危機意識の問題だと思います。来

年度は、庁内での訓練はどういうふうになっているんですか。 

 

奥田総務課主幹兼危機管理室長 来年度のことでございますので、まだ詳細ま

では決めておりませんが、コロナ禍も過ぎまして、関係団体を呼んだり、

昨年度までとは違った実質的な机上訓練を行いたいと考えております。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、防災費については大丈夫でしょうか。（「なし」

と呼ぶ者あり）それでは次、１１０から１１３ページ。３１目の本庁舎

改修事業費のみです。 

 

大井淳一朗委員 この本庁舎の改修はもうほぼ終わりということですか。進捗
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状況を教えてください。 

 

田島総務課総務法制係長 内装工事につきましては、皆様の御協力もございま

して、建築主体機械設備工事については、３月１１日をもって監理室検

査を終えております。電気設備工事につきましても、本日ちょうど監理

室検査を終えまして、無事完成となっております。工事監理業務ですと

か、外でしております思いやり駐車場の整備工事とかはまだ完成を迎え

ておらないところですが、ただ、年度末までには完成予定でございます。

というところで、今年度中の工事はほぼ完了の見通しが立っておるとい

うところでございます。来年度予算で計上させていただいております内

容については、本庁舎の敷地内にあります他の建物の解体であったり、

また代替建物の建設であったりというところに着手するための予算とい

うところでございます。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、本庁舎改修のところでよろしいでしょうか。（「な

し」と呼ぶ者あり）それでは、次に参ります。１２２から１２５ページ

の統計調査費の中で、統計調査総務費と基幹統計調査費の二つでござい

ます。１目は統計調査総務費、２目が基幹統計調査費、この二つでござ

います。（「なし」と呼ぶ者あり）（発言する者あり）職員の資格取得

の補助金要綱ですね。交付要綱についてでございます。目的等々を書い

ておりますが、例えばなんですけど、どういった資格が考えられるのか、

想定できる範囲で結構ですが、教えていただけますか。 

 

古屋総務部次長兼人事課長 この資格取得は、自己啓発の一環として、公務能

力の向上に資するような資格を取った場合に助成するというものでござ

います。今、お配りしている様式１号という部分で、職員が資格を取得

しようと思えば、事前に人事課に申請を出していただくようになります。

その際、一番下に理由とかもあるんですけども、そういう資格を取って

どうしたいのか、どのように公務に生かしていくのか等々を書いていた

だいて、まず人事課で審査をします。問題なく、オーケーだということ
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であれば、決定通知書を出して、そこから資格を取得していただくとい

うことになります。資格を取得された場合に助成するというような制度

となっております。なお本年度は１０名の方が資格を取得しておられま

す。例えば、建築基準法の適合判定資格、これは２名の方が取られまし

た。あと、デジタルの関係でございますが、ＩＴパスポートとかですね、

あと、農林水産課の関係で狩猟の免許、わなを仕掛けるためのものを取

得しているというようなものがございます。 

 

伊場勇分科会長 この資格取得補助金についての要綱が出ましたけど、質疑は

ございますか。 

 

笹木慶之委員 ちょっと関連して尋ねておきますが、狩猟免許のところですよ

ね。これは期限があるでしょう。３年という有効期限があって、取り直

さないといけんのじゃないですか。それはどうなんでしょう。 

 

伊場勇分科会長 資格の更新等についての補助はあるのかということですか。 

 

笹木慶之委員 実は私も取りに行ったわけですよ。一回取ったら３年ぐらいし

か有効期限がなかったと思うんですよ。それを取り直さなきゃいけない

けど、それでいいんですか。 

 

古屋総務部次長兼人事課長 今の要綱では、更新する場合は助成の対象にはし

ていないというのがあります。あくまで自己啓発として勉強するという

意図でございますので、更新は対象にはならないということになってお

ります。 

 

伊場勇分科会長 そのほかよろしいでしょうか。（「なし」と呼ぶ者あり）そ

れでは、審査番号３は以上といたします。それでは午前中の審査を終わ

る前に、議会費の中で６３ページ、１３節の使用料及び賃借料のシステ

ム利用料について、前年度から下がった予算になっていますがというと
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ころの説明についてお願いいたします。 

 

中村議会事務局次長 先ほどは失礼しました。この令和５年度の当初予算につ

いては、事務局で調べた中で会議システム、それから通信料の積み上げ

で予算要求しておりました。実際プロポーザルによって、それぞれシス

テムがキッセイコムテック、通信料についてはＮＴＴドコモになりまし

た。そのプロポーザルの結果、出た額になるので、当初予算のときはそ

れが反映されていなかった。なので、令和６年度の当初予算がほぼ令和

５年度の決算と近似するということで御理解いただけたらと思います。 

 

伊場勇分科会長 実際かかったお金について、この予算を計上したということ

でございます。質疑はよろしいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）それ

では午前中の審査を終わります。午後１時から分科会の審査を再開いた

します。審査番号５番、審査事業１から入りたいと思いますので、よろ

しくお願いします。それでは休憩に入ります。 

 

午前１１時５８分 休憩 

 

午後１時  再開 

 

伊場勇分科会長 それでは、休憩を解きまして午後の審査を続けます。議案第

１１号令和６年度山陽小野田市一般会計予算について、審査番号５番か

ら、審査事業１、デジタル化推進事業について資料の説明を執行部に求

めます。 

 

山根企画部次長兼デジタル推進課長 審査対象事業番号１、「デジタル化推進

事業」について御説明します。予算審査資料の４ページを御覧ください。

人口減少や高齢化、それに伴う税収の減少が進む中、不足する人材や財

源を補いつつ、様々なサービスの質向上を図るとともに、より効果的に

自治体を運営するため、本市においても、デジタル化を推進していると
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ころです。そのための体制整備として、令和３年度に企画部内に「デジ

タル推進室」、現在の「デジタル推進課」を設置し、本市に求められる

「デジタル化」推進の施策を立案するほか、関係各課との調整を行い、

全庁的に取り組んでいくための推進役としての役割を担ってきました。

なお、市職員だけでは「デジタル化」のノウハウが不足することから、

国の「地方創生人材支援制度」を活用して、デジタル技術に精通した民

間事業者である日本情報通信株式会社から、令和３年度、４年度の２か

年は、デジタル推進室長として社員を常勤で派遣、今年度からは、デジ

タルアドバイザーとして、必要に応じてふさわしい方を非常勤で派遣し

ていただいています。この「デジタル化推進事業」は、本市のデジタル

化推進に向け、日本情報通信株式会社からの支援を受けるのに必要な経

費が主なものとなりますので、デジタル化推進における取組全般につい

て御説明します。予算審査資料の４ページの「山陽小野田市におけるデ

ジタル化の方針」を御覧ください。市のデジタル化については、デジタ

ル技術を活用し、地域課題の解決や市民生活の質向上を図る「スマート

シティ」と、市役所の業務にデジタル技術を取り込み、窓口サービス向

上や業務効率化を図る「スマート自治体」の二つの面から取り組んでお

ります。予算審査資料の５ページを御覧ください。まずはスマートシテ

ィの取組ですが、デジタル推進課が中心となって取り組んでいるものと

して、三つの事業があります。一つ目は、高齢者などデジタル機器に不

安を感じる市民を対象にした「デジタルデバイド対策」事業です。令和

３年度から、地域交流センターと連携してスマートフォン教室を開催し

ています。今年度からは、シルバー人材センターと連携した講師・アシ

スタントの養成講座を別途開催して、地域においてスマートフォンの使

い方を相互に教えることができる仕組みづくりを目指しており、来年度

も継続する予定です。二つ目が、「ＤＸ協創プラットフォーム」事業で

す。地域課題を解決するために、産・学・官がともにアイデアを出し、

ともに考えながら、スマートシティにおいて提供する新たなデジタルサ

ービスの実装に取り組む「場」を形成するものです。令和４年度と５年

度に開催しました。令和４年度に提案された「データを活用した健康づ
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くり」事業については、今年度から事業化しています。また、今年度に

ついても、地域づくりに関する提案がありました。今後、ＤＸ協創プラ

ットフォームについては、提案のあった事業を推進していく際に、事業

ごとに必要に応じて開催して行く予定です。なお、この事業については、

デジタルアドバイザーの契約とは別に契約を締結し、日本情報通信の支

援を受けながら取り組んでいます。そして三つ目が、令和４年度に「Ｄ

Ｘ協創プラットフォーム」において提案された「データを活用した健康

づくり」を具現化した「理科大との協創・データ活用によるスマートシ

ティ推進」事業です。この事業の概要ですが、スマートウオッチや健康

データを活用した健康づくり事業について、今年度から３年間で、実証

を行いながら事業化するとともに、データ連携基盤を段階的に構築する

ものです。また、山口東京理科大学と連携し、健康データの分析、分析

データの活用に取り組みます。なお、この事業についても、ＤＸ協創プ

ラットフォームで提案を受けたのち、デジタルアドバイザーの契約とは

別に契約を締結し、事業の立案段階から日本情報通信の支援を受けなが

ら取り組んでいます。資料の６ページを御覧ください。スマート自治体

について、デジタル推進課が中心となって取り組んでいる事業を説明し

ます。市役所の業務をデジタル化するスマート自治体については、市民

サービス、窓口サービスの向上を図るものと、市職員の業務の効率化を

図るものがあります。市民サービス、窓口サービスの向上を図る事業と

しては、住民票の写し、戸籍謄本、印鑑証明等の交付手数料をクレジッ

トカードや電子マネー等で支払い可能なキャッシュレス端末を市民課窓

口へ導入、そして、市の公式ＬＩＮＥの開設があります。これらについ

ては、令和４年度に、日本情報通信株式会社から派遣されたデジタル推

進室長の下、取り組んだ事業となります。業務の効率化を図る事業とし

ては、令和２年度から先行して取り組んできたＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡの

活用、職員へのＤＸ研修、そして今年度から重点的に取り組んでいる生

成ＡＩの導入があります。ＤＸ研修については、自治体職員に求められ

る変革意識の醸成及びデジタルを活用した地域課題の解決事例の把握を

目的とし、令和４年度に日本情報通信から講師を派遣していただいて開
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催しました。今年度は、生成ＡＩの導入に重点的に取り組みました。効

果的な活用方法や注意点をまとめたガイドラインの作成、自治体専用ネ

ットワーク（ＬＧＷＡＮ）上で生成ＡＩを利用できる環境の整備、職員

が効果的に使えるようにするための研修の実施などがあります。また、

山陽小野田市の独自の情報、例えば、市議会の議事録や条例などの例規

を学習させ、それらを反映した回答の生成にも取り組んでいます。生成

ＡＩについては、１年前から急速に普及してきた技術ですが、他自治体

に先駆けて市の業務に導入することができたのは、日本情報通信株式会

社との協創による取組の結果であると考えています。来年度以降も、業

務改善につながるよう、職員研修を交えながら生成ＡＩの活用をさらに

推進する予定です。資料の７ページを御覧ください。日本情報通信株式

会社より、デジタル化に向けた支援を受けるようになってからの３年で、

様々な成果がありました。市のデジタル化機運、デジタル化推進におけ

る理解が高まったこと、スマートシティの取組、具体的には健康データ

を活用した健康づくり事業に着手することができたこと、他自治体に先

駆けて生成ＡＩを本格的に導入し、職員の業務の効率化につながってい

ること、複数の部署とデジタル化に向けた事業化に協力して取り組んで

いること、以上が成果であると考えています。一方で残された課題もあ

ります。窓口のデジタル化をさらに進め、市役所窓口の利便性向上を図

る必要があること、今後も発展する生成ＡＩを積極的に活用しながら、

全庁的な業務改善につなげる必要があることです。令和６年度の当事業

の推進に当たっては、引き続き、日本情報通信株式会社の支援を受けな

がら、この課題の解決に取り組みたいと考えています。予算書の７８、

７９ページを御覧ください。２款１項、９目企画費、８節旅費、普通旅

費９０万円のうち２０万円を先進地の視察や研修会などの旅費として計

上しております。１２節委託料、アドバイザリー業務委託料１３９２万

円のうち６００万円をデジタルアドバイザー業務に係る委託料として計

上しております。説明は以上になります。御審査のほど、よろしくお願

いします。  
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伊場勇分科会長 執行部からの説明が終わりましたので、委員からの質疑を求

めます。 

 

大井淳一朗委員 令和３年度、令和４年度は常勤でデジタル推進室長に来てい

ただいて、令和５年度からは非常勤ということで、恐らく令和６年度も

続けていくんですが、常勤から非常勤に切り替えられた要因はどこにあ

るんでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 当初、デジタル人材を招致するに当たって、国

の地方創生人材支援制度を活用しました。これは、国がデジタル人材と

地方自治体のマッチングをするという仕組みですが、基本的には２年間

の制度となっております。その２年間の間に、日本情報通信からデジタ

ル推進室長として派遣していただき、先ほど成果の説明にもありました

が、スマートシティについて、一定の事業化ができたこと、あるいはデ

ジタル化の機運の醸成等が一定程度できたことといった成果がありまし

た。そういった成果を踏まえたことと、２年間の常勤の派遣に加えて、

会社からその事業に応じてバックアップしていただくというような体制

もできたところです。そういった関係づくりができたということを踏ま

え、一定のめどが立ったというところで、今年度からは非常勤対応とし、

事業に応じて必要な方、ふさわしい方を、その都度派遣していただくと

いう形に変更したところです。以上です。 

 

大井淳一朗委員 先ほどの説明で、アドバイザリー業務委託料の６００万円の

デジタルアドバイザーが非常勤に当たるという理解でよろしいでしょう

か。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 お見込みのとおりです。 

 

大井淳一朗委員 必要に応じてということですが、６００万円渡し切りとかで

はなくて、必要に応じて業務委託をかけていって、場合によっては不執
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行という理解でよろしいでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 これから契約をすることになりますが、契約に

当たっては、どういった事業をするか、ある程度詰めた上で、それに当

たって、どの程度の人材の派遣が必要なのかというのを計算してからに

なります。その計算に当たって、もしかしたら、６００万円から下がる

可能性はありますが、今のところ残された課題として窓口の改善と、あ

とは生成ＡＩのさらなる活用を考えていますので、６００万円程度必要

であると考えて予算立てしております。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 ４ページのところで、山陽小野田市におけるデジタル化

の方針が示されています。その中で、デジタル化について、左側に書い

てありますが、その中でアナログ的な生活様式からの転換とあります。

市としてＬＩＮＥの登録数を増やそうとする取組は令和５年度は進めて

きたとは思うんですけれど、実際今どれぐらいの方がＬＩＮＥ登録して

いるんでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 ＬＩＮＥについては、シティセールス課が主に

所管しておりますが、今５，７００人くらいが登録されていたと思いま

す。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 その中で、アナログ的な生活様式からの転換と示されな

がら、取り残される人とか、まだスマートフォンを持っていらっしゃら

ない方とか、そういった技術的な部分に疎い方もいらっしゃると思うん

ですけど、そういった方々に対して、今からスマートシティ、スマート

自治体として、どういった取組が今考えられるか、答えられる範囲でい

いので教えてもらっていいですか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 特に高齢者になると思うんですが、デジタルが

苦手な方はかなりいらっしゃると思います。そういう方もいらっしゃい
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ますので、もちろん全てをデジタル化するわけではありません。公式Ｌ

ＩＮＥが始まりましたけど、広報紙も残っておりますし、今後、窓口の

デジタル化を進めないといけないんですが、もちろん窓口自体がなくな

るわけではありません。もう一方で、せっかくデジタル機器という素材

を使えば便利になることもあると思いますので、それを積極的に使って

もらえるような仕組みというところで、デジタルデバイト対策を行って

おります。地域交流センター、市民活動推進課、あるいはシルバー人材

センターとも連携して行っているんですが、高齢者の方が少しでもそう

いうのに不安がなくなるような取組を進めていく必要があると考えてお

ります。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 各地域でそういった学習、講習をぜひお願いしたいと思

います。示された中での事務事業調書、１ページ、２ページになるんで

すが、先ほど言われましたようにアドバイザリー業務委託料は６００万

円という話なんですが、これについては、年間契約ではなくてその都度

の契約というイメージでいいんでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 来年度になりましたら、年間で契約する予定に

しております。 

 

森山喜久副分科会長 その中で、１ページの下で、効率性、コスト効率でデジ

タル化推進に係る交付税措置があるという部分は、令和６年度に関して

言えば、６２０万円の予算があります。それについて交付税措置はされ

る見込みはあるんでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 交付税措置として、令和５年度、ＣＩＯ補佐官

の外部任用という制度で交付税措置があります。今年度に関しては、そ

ういった適用する部分がありましたので、その申請を今行っているとこ

ろです。来年度については、また事業内容を検討することになりますが、

このＣＩＯ補佐官等の外部任用を適用すれば、交付税措置が可能になる
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とは思っています。ただ、今、まちづくり魅力基金が当たっているので、

その辺の関係を担当課と調整させていただきたいと考えております。以

上です。 

 

岡山明委員 スマートシティの取組についての話ですけど、最初の部分で、デ

ジタルデバイト対策ということで、地域交流センター、シルバー人材セ

ンターと連携した教育の実施ということで、令和５年度に取組を進めら

れているんです。対象人数でいくと、実際にどのぐらいの方が研修を受

けているか、数を掌握していますか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 今年度は二つの事業を行っております。一つは、

市のお金を使った地域交流センターと連携した活動、もう一つが、県の

補助金を使ったシルバー人材センターと連携した取組、この二つを行っ

ております。一つ目の地域交流センターで行った取組については、各地

域交流センターで行っておりまして、一館当たり、大体十六、七人ぐら

いの参加者がいらっしゃいます。その方たちが５回の講座を受けている

状況です。もう一つ、県の事業を使ってシルバー人材センターと連携し

た取組については、１６人の参加者が５回ほど講座を受けられておりま

す。以上です。 

 

岡山明委員 細かく聞きます。市が十五、六名で５回と。県も同じく１６名ぐ

らいで５回は、当然対象者は違うんですよね。同じメンバーでないとい

うことですね。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 基本的に違うメンバーとなっております。以上

です。 

 

岡山明委員 今年度も継続して―その辺のスケジュールは大体決まっている

んですか。 
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佐貫デジタル推進課課長補佐 令和６年度については、実はデジタルデバイト

事業の本市の事業については、市民活動推進課でやっていただくように

なっております。というのが、地域交流センターと連携してやりたいと

いうことと、先ほど事業のところでも説明があったんですが、地域の人

で教え合える仕組みをつくっていく必要があると思っておりまして、デ

ジタル推進課がやるよりも、市民活動推進課がやったほうがよりやりや

すいのではないかというところで、予算の移管をしているところです。

県の事業については、引き続きデジタル推進課で４０万円ほど予算計上

させていただいておりますが、これについても、シルバー人材センター

と連携しながら、地域で教える仕組みをつくるというところになります

ので、引き続き行っていきたいと考えております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 デジタルデバイト対策についても、事業の進捗等々によって、

このアドバイザーを６００万円の範囲で派遣することもあり得るという

理解でよろしいですか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 これについては、日本情報通信株式会社からの

アドバイザーというよりは、スマートフォンの使い方に詳しい携帯ショ

ップの方とかがふさわしいので、そういう方に委託して行いたいと考え

ております。 

 

伊場勇分科会長 分かりました。であれば、アドバイザーの方は日本情報通信

株式会社の方に限らず、いろいろなところからアドバイザーとしてお願

いすることがあるという理解でいいですか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 ややこしくなっているんですが、審査事業にな

っているデジタル化推進事業に関しては、市の職員の窓口業務とか、ス

マートシティとか、どちらかというと地元では少し難しいところをアド

バイザーにお願いしようという予算となっております。それとは別の事

業で、デジタルデバイド対策事業を持っておりまして、そちらのほうは
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地元の企業、携帯ショップなどと連携して行っているという状況になり

ます。 

 

白井健一郎委員 ５ページのデジタルデバイド対策で、スマートフォン教室の

開催とありますが、具体的には、難易度といいますか、どのぐらいスマ

ートフォンが扱えるようになるような教室を開いているんでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 参加者の方にレベルの差はあるんですが、基本

的に、初めて使う、あるいは持っているけどほとんど使っていない方を

対象に行っております。ですので、スマートフォンのスイッチの入れ方

から、インターネットの検索の仕方、あるいは、若い人から高齢者まで

使っているＬＩＮＥの使い方、若者ほどにはいかないと思うんですが、

ある程度スマートフォンを使ってみようと思ってもらえる程度のレベル

に持っていけるようにというところで取り組んでいるところです。 

 

白井健一郎委員 ４ページに戻っていただいて、先ほどもありました山陽小野

田市におけるデジタル化の方針で、手法のところの下二つに、スマート

自治体に対応する―一つが市民サービスの向上は、利用する市民側が

利便性を持って使えるようになるということ、その下に行政業務効率の

向上ってありますが、これは例えば行政、市役所だったら、市役所側の

業務効率が向上するということだと思うんですけれども、どちらもデジ

タル化にすれば、どちらも右肩上がりに向上するという単純な問題では

ないと思うんですよね。確かに業務効率の向上というのはあるかもしれ

ませんけれども、一方、市民側からしたら、例えば最近だったら、市役

所ではありませんけれども、確定申告がありますよね。確定申告は、ｅ-

Ｔａｘを使うんですけれども、ｅ-Ｔａｘで、果たして本当に便利になっ

たなと思う人が多いのか、それとも手順が面倒くさいな、不便になった

なと感じる人も多いと思うんですよ。ですから、それを解決するために

は、行政手続のデジタル化と言いますけれども、アナログ化も残して、

デジタル化を加えるという方針が好ましいと思うんですけれども、その
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点どうお考えになりますか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 私もそのように思っております。デジタル化を

進めるに当たって、あくまでも、デジタルでやったほうが、わざわざ市

役所に行かなくても便利だと思っておられる方は積極的に使っていただ

きたいと思っています。ただ、特にｅ-Ｔａｘを使われた方は難しいとい

うこともあると思います。そういう方のために、窓口業務を残していく

ということも当然必要なことであるとは考えております。以上です。 

 

白井健一郎委員 窓口業務について、アナログを残すとすると、行政の窓口と

しては、アナログとデータの二つになるわけだから、アナログ一つ、あ

るいはデジタル一つよりも余分な手間がかかるわけですよね。その手間

を残す行政側からしたら、その手続が複雑になるんだけれども、市民サ

ービスからしたら市民サービスの向上となる複数の手段を残すつもりが

あるのかどうかをお答えいただきました。要するに、私が言いたいのは、

市民サービスの向上と業務効率の向上は、同じように右肩上がりになる

のではなく、時に対立する、ベクトル的には反対のほうを向く考え方だ

と思うんですけれども、その点どうでしょうか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 委員がおっしゃったように、デジタル化を進め

ていく途中のときに、確かにそのデジタルで出たものと、窓口に来られ

たもの両方があるので、手間に感じるというところもあると思います。

ただ、窓口に来られる方が少なくなると、その対応の時間が少なくなっ

て、その分、ほかの事務処理に時間を当てられたりとかもあります。徐々

にオンラインで手続をされる方も増えていくと思いますが、これは取り

組まない限りは進みません。最初のところは手間に感じる部分もあるか

もしれませんが、進めていく必要があると考えております。 

 

大井淳一朗委員 ７ページの残された課題、窓口のデジタル化と生成ＡＩのさ

らなる活用、今までの話を聞くと、恐らくこれがアドバイザリーを活用
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していくということと思っているんですが、具体的に窓口のデジタル化

を進めると窓口がどうなるんですか。説明していただけますか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 民間でも、基本的にオンライン手続がどんどん

普及している状況です。市役所は、その点がまだ紙での申請が多くなっ

ておりますので、紙で出す必要がなくなるように持っていきたいという

ところが我々の目標です。それに伴って、職員の負担が軽減していくよ

うになればいいと考えております。 

 

大井淳一朗委員 窓口に直接行かなくても、スマートフォン等、電子でできる

というパターンをつくるのと、窓口にタブレットみたいなものを置いて

そこでボタンを押せば申請できるということを想定しているんですか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 窓口の在り方は、よく「書かない窓口」、「来

させない窓口」、「待たせない窓口」とか、いろいろ表現があるんです

が、二つの側面がありまして、窓口に来なくてもいいという一つのデジ

タル化もありますし、来た場合に、より手間が少ない、書かなくても済

むという両方の側面があると考えております。 

 

大井淳一朗委員 デジタル化については分かりました。生成ＡＩについて、よ

く耳にするし、テレビでもよく出てくるんです。今、本市では生成ＡＩ

を取り入れて、これによって業務の効率化が図れると説明を受けたんで

すが、実際に生成ＡＩを取り入れてどのような部分が業務効率化につな

がったんでしょうか。 

 

山根企画部次長兼デジタル推進課長 生成ＡＩを活用するに当たって、市では

研修会を開いておりまして、その研修会の中でアンケートを取っており

ます。まず、実績は１０月下旬から開始したんですけれども、１１月の

利用者が１２７名、１２月で９１名、１０６名、１１４名が実数として

上がってきております。それに伴って研修を重ねるごとに、使われる頻
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度も増えております。これが文字数で現れているんですけれども、１１

月が１２１万文字、１２月が１６８万文字、１月が４７３万文字、２月

が４４６万文字と利用実績が上がってきております。そして、実際のア

ンケートの結果ですけれども、基礎編の研修を行ったときに参加者に対

してアンケートを取っております。参加者２５８名中、アンケートの回

答を頂いたのが１４０名で、「生成ＡＩを利用することで業務の効率化

が向上できると感じますか」という問いに対して、「全くそう感じない」

という方が２名いらっしゃったというところでございます。ということ

で、９９％が有効だと捉えていまして、１％の方が感じてないという回

答を頂いています。実際には、まだ使い方に慣れていないというところ

もあって、自分の思うような回答を得られていないところがこの１％に

係っているんじゃないかなと感じております。以上です。 

 

大井淳一朗委員 私が聞きたかったのはアンケートとかではなくて、生成ＡＩ

を導入することによってどのような業務が効率化されたかということで

す。 

 

山根企画部次長兼デジタル推進課長 アンケートの中で、使い方についても取

っております。一番多いのが文書作成です。挨拶文を作成したりするも

のです。あとは、文書校正がございます。これは、案内をするときに、

その案内文が正しい表現になっているかどうかを見ていただく文章校正

です。次に、アンケートを取ったときに簡単なデータ分析をしていただ

けます。アイデア出し、比較検討という使い方がございます。専門的な

りますけど、プログラムも書いて記述してくれるんです。エクセル関数

とか、エクセルの裏で動くマクロの生成とかも非常に得意としておりま

す。以上が効率化につながっています。 

 

 

大井淳一朗委員 この手のやつで必ず出てくるんですが、そこで起案とか全部

やってくれると楽なんですけれども、間違いがあっちゃいけないと思う
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んですが、それをちゃんとチェックする体制はどのようになっています

でしょうか。 

 

山根企画部次長兼デジタル推進課長 先ほども説明の中で御報告いたしました

が、ガイドラインを作成しております。この中で、そのまま外に出すと

か、そのまま発送してしまうとかについては、必ず再度確認するように

とか、気をつけてくださいとかいうような形でガイドラインを作成して

おります。もう一つは、著作権の問題もあるので、ここについても慎重

に扱うようにということにしております。 

 

岡山明委員 ５ページに戻ります。スマートウオッチの件です。このスマート

ウオッチのデータを集めている状況と思うんですけど、その辺の状況は

今どこまで進んでいるか。実際に市民に反映できるようなデータベース

ができているかどうか。その辺をお聞きします。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 この事業については、今年度は実証を行うとい

うところで取り組んでおります。健康増進課と一緒に協力して取り組ん

でいるんですが、健康増進課で主催して行っております糖尿病予防教室

の参加者に、スマートウオッチを貸与して、約半年間、事業を行いまし

た。その中で、毎日歩数、あるいは消費カロリー等のデータを収集して

もらって、それを頂いて、それを基に毎月保健指導を行うという形で、

今回参加者が２１人ほどいらっしゃいました。ほとんどの方が、何らか

の改善、より運動するようになったとか、消費カロリーが伸びたとか、

あるいは体重が減少したとかという成果があったと考えております。半

年間で事業は終わったんですが、３分の２の方が引き続きスマートウオ

ッチを継続して付けられております。来年度以降は対象者を増やして、

さらに行っていきたいと考えております。以上です。 

 

岡山明委員 スマートウオッチの数で、今大体２１名が対象者としていらっし

ゃるということですが、スマートウオッチの事業の拡大の上で、スマー
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トウオッチの台数の増大に予算をかけて、市民に健康増進を図るという

意味で、数を増やすとか、その辺はどう考えているのか、お聞きします。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 この事業は３年間である程度持っていきたいと

考えております。来年度は７０台増やして、３年目には１５０台になる

ような計画でおります。もちろん、それ以外にも、御本人がスマートウ

オッチを持っていらっしゃる方も結構いらっしゃいますので、その方の

データも使えるようなことも考えていきたいと考えております。以上で

す。 

 

伊場勇分科会長 アドバイザリー業務の、アドバイザーとの契約によるかもし

れませんけど、１人１時間幾らとか、１事業で幾らとかその辺の積算は

どのようにされたのか、お聞きします。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 １時間単位の単価と旅費の単価で計算しており

ます。１時間当たりの単価は、税込みで１万４，３００円、旅費の単価

は宿泊費、あるいは往復の交通費で６万５００円と計算しております。

以上です。 

 

笹木慶之委員 先ほど来から話があったように、７ページに残された課題とい

うことで、窓口のデジタル化、生成ＡＩのさらなる活用ということです

が、これを課題として捉えて移行させようとしておるんだけど、前のペ

ージに戻ってもらうと、令和６年度の取組ということで、導入業務のさ

らなる拡大、あるいは業務改善に向けた研修、さらには職員全体への波

及効果等々が書いてありますよね。非常に漠然としているんだけど、そ

れに対してあなた方の事業の取組をすることによって、本当にどのよう

に皆さんに伝わっているかどうかということなんですよ。さらに、最初

のところなんですが、視点として妥当性、有効性、効率性、もちろん新

たな事業の取組としての姿勢は分かるんだけど、本当に職員の皆さんが

しっかり認識しておられるのかどうかですよね。この間、税務署の申告
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の話もありましたが、私も行って話を聞いてみましたけど、非常に戸惑

いがあった。市民の皆さん、物すごく長い間行列をつくって、朝に順番

を取ると。しかし、結果的に見たら、皆さん誰も、自動的に動いていな

い。果たしてそれでいいのかな、どうなのかなという気がしました。も

ちろん、今、移行的な時期であるだろうと、ある面で言えば、大きな変

革の時代であるかもしれないが、なかなかその実態が見えないような状

態なんですよね。口で話をしても、事業効果が伝わってないと思います

よ。本当かなと思うんだけどね。もちろん一つ一つのクリアが必要かと

思うんだけど、あなた方が説明したほどの進捗状況はあまり感じられな

いと思うんだけど、それをどう思っていますか。 

 

山根企画部次長兼デジタル推進課長 生成ＡＩの話になるんですが、先ほど御

説明した、研修を行った後のアンケートがもう生の声になるんじゃない

かなと思っております。アンケートを分析することによって、今後の展

開を考えているという状況ではございます。 

 

笹木慶之委員 そうすれば、アンケートの実績が出ているんだから、それに基

づいて新たな連動事業を展開するという方向性に間違いないということ

ですね。 

 

山根企画部次長兼デジタル推進課長 お見込みのとおりです。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、質疑はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）

それでは、審査事項の１は終わりたいと思います。それでは、予算書に

移ります。７２、７３ページ、情報管理費から行きます。財政管理費の

次のページの４目、６目でいかがでしょうか。 

 

森山喜久副分科会長 ７３ページ、１２節委託料、電算機保守委託料の説明を

お願いしたいと思います。 
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山根企画部次長兼デジタル推進課長 電算機保守委託料８７５万円の内訳でご

ざいますが、一つ目が、やまぐち自治体クラウドのハードウェアの保守

で、これが４８１万８，０００円でございます。四つございまして、あ

と三つあるんですけれども、次が、住民情報系のハードディスクが故障

した場合の返却不要サービスがございまして、これは以前、返却された

ハードディスクが勝手に売られて情報漏えいになったという事件があっ

た対応のためのもので、ハードディスクが壊れたからといって返すので

はなくて、買い取るという契約を結んでおります。それが１５３万７，

１４０円でございます。次に、行政手続のオンライン化のシステムの機

器保守でございます。２１２万５，２００円となっております。最後に、

住民情報系の通信機器の保守でございます。２６万９，５００円となっ

ておりまして、円単位で言いますと８７４万９，８４０円でございます。

以上です。 

 

森山喜久副分科会長 実際に、前回は１，５００万円の予算を組んでいたんで

す。令和５年度当初は１，５８４万円です。今回も約半額近い。４項目

言われたんですけれど、その分の単価とか件数とかが減ったのかどうか、

その辺確認させてもらっていいでしょうか。 

 

藤田デジタル推進課情報管理係長 令和５年度から減額となった原因の一つは、

令和５年度に更新した行政系の仮想化サーバーの保守料が主な原因です。

令和５年度は賃貸借終了後の保守延長のため委託料の項目に保守料を上

げております。令和５年度に更新し、保守料込みで賃貸借契約しました

ので、令和６年度からはその分が減っています。 

 

森山喜久副分科会長 予算書で言えばどこに該当するのかを説明してください。 

 

藤田デジタル推進課情報管理係長 １３節使用料及び賃借料の機械器具借上料

の中に上がっております。 
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森山喜久副分科会長 １３節使用料及び賃借料の機械器具借上料が今回はかな

りの金額になっていますけれど、前回の１，４００万円から上がってい

ますよね。令和５年度から、その部分が今言った行政系サーバーの分と

理解してよろしいでしょうか。 

 

藤田デジタル推進課情報管理係長 主な原因はおっしゃるとおりでございます。 

 

森山喜久副分科会長 機械器具借上料と書かれている中で、今言われたような

行政系サーバーとか言われる状況で、実際に主なもので、どういったも

のがあるんですか。行政サーバーで、例えば、パソコンでどれぐらいと

か、具体的に教えてもらえませんか。 

 

藤田デジタル推進課情報管理係長 主なもので、一つは先ほど申し上げました、

行政系の仮想化サーバーの賃貸借料、それから、職員の端末の賃貸借料、

我々が持っている端末の賃貸借料です。それから、インターネットの通

信機器の賃貸借料、その他、ＬＧＷＡＮネットワークの機器の賃貸借料、

そのほか、戸籍システムの賃貸借料が賃貸借料の内訳になります。以上

です。 

 

森山喜久副分科会長 皆さんが持っている端末について言われたと思うんです。

出先を含めた全体でどれぐらいあるものなんですか。 

 

藤田デジタル推進課情報管理係長 この予算に上がっている賃貸借料の中で言

うと、行政系で６００台、そのほかで別途調達のものが３０台から４０

台程度ございます。住民情報系としまして、約２１０台程度の端末がご

ざいます。以上です。 

 

伊場勇分科会長 ４目、６目についてよろしければ、７６から８１ページ、財

産管理費と企画費の中で、企画課、デジタル推進課、財政課に伴うとこ

ろです。 
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笹木慶之委員 ７７ページの減債基金積立金の４万２，０００円という端数の

処理をしているんだけど、どういう思惑があるのか。 

 

山本財政課長 こちらの金額につきましては、一応利息ということになってい

まして、普通預金ですと、０．０１％がずっと続いています。基本は、

普通預金をベースに今は運用していますが、一応不測の事態を想定して、

その４倍の利率を掛けて千円単位にしたものです。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、企画費も入りますが、いかがでしょうか。 

 

森山喜久副分科会長 ７９ページ、１２委託料、アドバイザリー業務委託料が

１，３９２万円あります。先ほど６００万円はデジタル推進課でという

話だったんですけれど、それ以外の分はどうなのか。説明をお願いしま

す。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 残りが７９２万円になるんですが、スマートウ

オッチを使った健康づくりとか、山口東京理科大学と連携してやってい

くときに、データ連携を大学とやっていくに当たってのアドバイスを専

門業者から受けたいというところで予算計上しているものになります。

以上です。 

 

森山喜久副分科会長 契約は年間契約ですか、その都度契約ですか。 

 

佐貫デジタル推進課課長補佐 まだ契約の詳細を詰めておりませんが、基本的

には年間の契約になるものと思っております。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、企画課、デジタル推進課、財政課に関わるところ

でお願いします。（「なし」と呼ぶ者あり）質疑を終えます。公債費、

予備費のことについてです。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは審査番
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号５を終わります。ここで休憩に入ります。午後２時５分まで休憩いた

します。 

 

午後１時５４分 休憩 

 

午後２時５分 再開 

 

伊場勇分科会長 それでは、休憩を解きまして分科会を再開いたします。審査

番号６番、シティセールス課に係るところでございまして、審査事業が

２番、３番、４番、５番とございます。まず、２番から審査事業につい

て執行部からの説明を求めます。 

 

村田シティセールス課長 審査対象事業２番の移住就業・創業支援事業につい

て御説明いたします。資料１１ページを御覧ください。まずは、①東京

圏移住支援事業支援金です。「１ 概要」ですが、本事業は、国におい

て、東京一極集中の是正を図り、ＵＪＩターンを促進するとともに、人

手不足に直面する地域の企業人材確保を図るため、東京圏からＵＪＩタ

ーンして起業・就業する方に支援金を支給する事業として、平成３１年

度からスタートしました。当制度は山口県が、国の制度を活用して、国

に県全域を対象として移住就業・創業支援事業に係る地域再生計画を申

請し承認を受けており、この県制度に本市を含めた県内市町が同調して

事業を実施しています。令和３年度から支給対象要件を拡充し、テレワ

ークに関わる方等が本事業を活用できるよう制度を拡充させました。令

和４年度から支給対象要件を拡充し、１８歳未満を帯同して移住する場

合は、１８歳未満の方１人につき最大３０万円を加算して交付するよう

制度を拡充させました。さらに令和５年度から支給対象要件を拡充し、

１８歳未満を帯同して移住する場合は、１８歳未満の方１人につき最大

１００万円を加算して交付するよう制度を拡充させました。「２ 支援

金」ですが、東京圏から県内に移住し、就業または創業した方に対し、
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「移住支援金」を支給します。支援金の額は２人以上の世帯で１００万

円、単身の場合は６０万円、１８歳未満の方１人につき１００万円が加

算されます。補助金の負担割合は国２分の１、県４分の１、市４分の１

で、申請は市に行うようになります。市が全額支給し、その後、県から

国・県の負担分が市に支払われます。「３ 対象者の要件」ですが、移

住元の要件として、東京２３区に在住または通勤されている方、直近１

０年間で通算５年以上、東京２３区に在住または通勤していること。た

だし、直近１年以上は、東京２３区に在住または通勤していることが必

要です。移住先の主な要件として、山口県のマッチングサイト掲載企業

に就業すること、地方創生起業支援事業の対象であること、これも県の

創業支援事業です。テレワークを継続しながら移住することのいずれか

に該当される方が対象となります。「４ 本市における移住支援金支給

実績」ですが、令和４年度に１件６０万円、これは単身の方が企業に就

業されました。令和５年度は２件２５０万円で、１件目は５人家族の方

が企業に就業されました。３人のお子さんがおられ、令和４年度の１人

３０万円が適用されて、計１９０万円、２件目は単身の方が創業されま

した。１２ページをお開きください。②テレワーク移住支援事業支援金

です。令和５年度から、山口県の独自事業として、テレワークに限り、

移住要件を東京圏に加え、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県に拡充し、

これを受けて本市も「山陽小野田市テレワーク移住支援事業支援金」を

導入しました。支援金の額は２人以上の世帯で５０万円、単身の場合は

３０万円、１８歳未満の方１人につき５０万円が加算されます。補助金

の負担割合は県２分の１、市２分の１で、申請は市に行うようになりま

す。対象元の要件は東京圏、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県に在住さ

れている方で、移住しても継続してテレワークによる業務を継続される

方です。山陽小野田市東京圏移住支援事業支援金を受けられる方は対象

となりません。今年度の実績はありません。次に③ＩＴ人材移住支援金

についてです。これは令和６年度から本市が独自に導入するもので、東

京２３区在住または東京圏から２３区に通勤するＩＴ業界の方で、要件

を満たす方に、移転費用や設備投資等の負担軽減に役立てることを目的
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にＩＴ人材移住支援金を交付します。支援金額は２０万円で山陽小野田

市東京圏移住支援事業支援金と重複できます。全額市の負担となります。

移住元の要件は山陽小野田市東京圏移住支援事業支援金の要件と同じで、

移住後においてもＩＴ関連事業を継続されることが要件です。それでは、

８ページをお開きください。当事業の成果指標は「移住支援金を交付し

た人数（移住者）」で令和６年度は１２人としています。次に９ページ

を御覧ください。令和６年度の予算についてですが、移住就業・創業支

援補助金全体で１，０５０万円、これには先ほど御説明させていただい

たとおり国・県の負担分が入っています。また、市独自のＩＴ人材移住

支援金は３世帯６０万円、これは全額ふるさと支援基金を充当します。

説明は以上です。御審査のほどよろしくお願いいたします。 

 

伊場勇分科会長 執行部から審査事業２の説明が終わりました。委員からの質

疑を求めます。 

 

大井淳一朗委員 山陽小野田市東京圏移住支援事業支援金ですが、名前は東京

圏と書いていながら、対象者は東京都に移住、通勤もありますけれども、

東京２３区と限っていますよね。東京都はほかにも市があります。他の

テレワーク、移住支援事業は東京圏なんですが、要件の違いについてお

聞きします。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 先ほどの資料をお開きいただ

きまして、１１ページを御覧ください。この違いですけども、①の東京

圏移住支援事業支援金につきましては、制度の発足当時からあった事業

となっております。当時、国において東京一極集中の是正を図るという

ことが地方創生の目的でございましたので、東京２３区に在住されてい

る方、もしくは東京２３区の企業にお勤めされている方が対象となった、

こちらがスタートとなっております。その後、１２ページをお開きいた

だいて、②のテレワーク移住支援事業支援金というものが山口県独自に

創設されました。これが今年度から創設されたものです。こちらにつき
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ましては、東京２３区に限定すると、移住者を獲得することが山口県と

してもなかなか数が増えてこないというところがありましたので、対象

者の要件を拡充したというところです。こちらの②につきましては東京

圏に加えて、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県に拡充をしたという違い

がございます。以上です。 

 

大井淳一朗委員 確認ですけど、あくまでも、①は国の制度の中で補助金を出

しますから、東京２３区に限定している。②は県の制度で、県が独自に

要件を広げたという経緯があるので、例えば、市が単独で①の対象者の

要件を広げることはできないということですか。そういう事情があると

いう理解でよろしいですか。 

 

村田シティセールス課長 県の制度になっていますので、要件は県が決めます

が、今回ＩＴ人材移住支援金をつくったように、市独自で市の負担であ

れば拡充することができると思います。 

 

大井淳一朗委員 ①については、東京２３区から広げることはできないという

理解でよろしいですね。 

 

村田シティセールス課長 市が負担すれば拡充も可能だと思います。 

 

大井淳一朗委員 確認します。①の山陽小野田市東京圏移住支援事業交付金は、

国、県も２分の１、４分の１と出している事情があるので、対象者の要

件が広げられないかなと思ったんです。 

 

村田シティセールス課長 そこは変えられません。 

 

松尾数則委員 例えば、１０年ぐらい前に帰ってきて、テレワークしているん

ですが、そういう人はこの対象になりますか。テレワークで帰ってきて

申請したら、お金を頂けるんでしょうか。 
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道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 こちらの要件が、①番から③

番までですが、直近１年以上、東京圏などの対象地区に在住されている

ことが必要になりますので、遡って過去に住んでいたということは対象

にならないこととなっております。 

 

松尾数則委員 過去にずっと住んでいて、１０年前に来てからずっと住んでい

て、今テレワークで仕事をしている人が対象になるかという話です。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 対象にはなりません。 

 

笹木慶之委員 先ほどの国の制度と本県の新たな制度の仕組みについて説明が

あったんですが、近隣の市についてはどんな動きになっていますか。例

えば、宇部市と比較して本市の取組はどうなっているかと。対象者です。 

 

伊場勇分科会長 その対象者がどの程度、この支援金を使えるのか、そういう

ことだと思いますが、近況の分析ができていますか。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 対象者につきましては、どこ

の市町村も一緒なんですけども、どれだけ交付された人数がいらっしゃ

ったかということにつきましては山口県でも公表していないものです。

ただ、山口県全体としては公表されております。昨年度につきましては、

山口県全体で３１件の交付があったと公表されています。そのうちの１

件が本市でございました。 

 

笹木慶之委員 そうすると、都市間競争をさせるということで、本市の状況を

他市には伝えないということですね。自らやりなさいと。ただ、山口県

全体で見れば、３１件ということが出ているんだけど、例えば隣の市が

どうだったというような比較をしないままに本市が取り組んでいくとい

う状況であるということですね。 



 53 

 

村田シティセールス課長 県が公表していない理由は分からないんですが、た

だこのカウントは、この対象になる方が山陽小野田市に在住していて、

宇部市の企業に勤めても対象になるし、山陽小野田市の企業に勤めて宇

部市に引っ越してきても対象となりますので、カウントの仕方の問題も

あるのかなと思います。 

 

笹木慶之委員 昨年の実績を見たら、カウント外になっているじゃないですか。 

 

村田シティセールス課長 公表しない理由は分かりません。 

 

白井健一郎委員 移住の就業や創業の支援をする事業ということですが、これ

だけお金を用意したというのは分かりましたが、具体的にどういうＰＲ

をしているんでしょうか。 

 

村田シティセールス課長 この制度は、県の要綱で、県がこの制度を運用して

いきます。そして、市が申請の窓口になるというふうに、しっかりと役

割が分担されておりまして、基本的に県がやっております。ただ、本市

としては、移住フェアなどに出たときに、この制度をしっかりとＰＲし

ております。この制度がないと、県外他市に比べて優遇制度が見劣りし

てしまいますので、こういった制度がありますということを移住フェア

でしっかりとＰＲしております。国の主導の制度なので、全国で実施さ

れていますが県独自のテレワークの事業であるとか、来年度から本市が

ＩＴ関連の補助金を設定いたしますので、アドバンテージになると考え

ております。そういったフェアに出たときにしっかりとＰＲしていきた

いと思っております。 

 

白井健一郎委員 具体的にどういう場所でＰＲなさっているんですか。 

 

村田シティセールス課長 東京都、大阪府で移住フェアという展示会があるん
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ですが、そこに本市は結構回数多く出展しています。その場で、移住検

討者の方と直接お会いし、相談のときにＰＲしております。 

 

森山喜久副分科会長 ８ページで、令和６年に移住支援金を交付した人数の目

標値１２人と出していると思います。この内訳を教えてもらっていいで

すか。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 内訳につきましては、９ペー

ジの令和６年度の年度別事業内容を御覧ください。まず、就業される移

住の方を２世帯、移住の創業の方を１世帯、子育て加算としまして、こ

れらの世帯に２名ずつお子さんがいらっしゃると想定しまして、合計で

９名。続いてテレワーク補助金が１世帯、子育て加算２名で、３名とな

り、合計１２名です。 

 

大井淳一朗委員 冒頭に説明があったかもしれませんが、例えば①と③はかぶ

ることはあるということですよね。加算ですか。 

 

村田シティセールス課長 ＩＴは重複できます。 

 

伊場勇分科会長 ①の支援事業支援金の山口県のマッチングサイト掲載企業へ

の就職が対象者要件にあるんですけど、市内にこのマッチングサイトの

掲載企業は何社ぐらいあるんですか。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 今日現在で登録申請をされて

いる市内企業が８社です。現在、求人を公開されている会社が４社にな

っております。 

 

伊場勇分科会長 これは増えていっているんですか、減っていっているんです

か。 
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道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 当初、制度発足時は３社しか

ございませんでしたので、徐々には増えてきているところです。ちなみ

に、山口県全体では２９４社でございます。 

 

伊場勇分科会長 一番いいのは、地域の企業に勤めて、市内に住んでいただい

てというとこなんです。それは県がいろいろ募集や周知の方法をしてい

るんですけど、市でもこのマッチングサイト掲載企業に加盟してくださ

いとか、そういった動きはなかなかできないのか、難しいのか、その辺

はどうなんですか。 

 

村田シティセールス課長 このマッチングサイトを運営しているところは「山

口しごとセンター」で昔のＹＹジョブサロン、（山口県若者就職支援セ

ンター）というところになります。ハローワークとはまた一線を画して、

県独自で就職支援、若者に対する就職支援を行っております。私が商工

労働課にいたときも、企業訪問したときにこういった制度がありますと

いうのはＰＲしておりましたし、今も機会があればＰＲしております。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、質疑はございますか。（「なし」と呼ぶ者あり）

審査事業２の質疑を終わります。続いて審査事業３、地域おこし協力隊

募集・受入事業について説明をお願いいたします。 

 

村田シティセールス課長 審査事業３番、「地域おこし協力隊募集・受入事業」

について御説明します。当事業の概要について御説明しますので、１５

ページを御覧ください。「１ 地域おこし協力隊の概要及び効果」です

が、まず、地域おこし協力隊は、都市地域から住民票を異動し、生活の

拠点を移した者を「地域おこし協力隊員」として委嘱する制度です。隊

員は、一定期間以上、地域に居住し、地域力の維持・強化に資する地域

協力活動を行いながら、地域への定住・定着を図ります。今年度からは、

市内全域に、隊員の受入れ地域を拡大し、隊員を受け入れることとして

います。また、地域おこし協力隊の受入れに当たっては、地域おこし協
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力隊、地域、地方公共団体の「三方よし」の取組になるよう制度を運営

する必要があります。次に、「２ 地域協力活動の例」についてです。

これは総務省が作成した「地域おこし協力隊推進要綱」から抜粋しまし

た。（１）地域おこしの支援例としては、地域行事やイベントの応援、

空き店舗活用などの商店街活性化、移住者受入れ促進、地域メディアを

使った情報発信等があります。（２）農林水産業の従事例としては、農

作業支援、耕作放棄地再生、畜産業支援等があります。（３）水源保全・

監視活動の例としては、水源地の整備、清掃活動等があります。（４）

環境保全活動の例としては、不法投棄のパトロール、道路の清掃等があ

ります。（５）住民の生活支援例としては、見守りサービス、通院・買

い物のサポート、デジタルデバイド対策等があります。（６）スポーツ・

文化に関する活動の例としては、スポーツ・文化ツーリズム等を通じた

地域の活性化、部活動の地域連携・実技指導、文化財の保存・活用等が

あります。（７）脱炭素地域づくりの推進の例としては、地域の計画策

定支援、再エネ事業の普及啓発、バイオマス施設などの保守等がありま

す。（８）その他の例として、健康づくり支援、野生鳥獣の保護管理、

有形民俗資料の保存、婚活イベント開催等があります。この（１）から

（８）までの項目立ては、山陽小野田市地域おこし協力隊設置規則第２

条に定める（協力隊の活動）においても、同じ表現を使用しています。

なお、総務省の要綱では、例示の後に、「その具体的内容は、個々人の

能力や適性及び各地域の実情に応じ、地方自治体が自主的な判断で決定

するものである」と記載されています。次に、「３ 地域おこし協力隊

の契約形態」ですが、これまでは地域おこし協力隊員は「雇用型」、市

の会計年度任用職員としていましたが、このたび、これに加えて「委託

型」を追加しました。「委託型」は、市と地域おこし協力隊員の間に雇

用関係はなく、市は地域おこし協力隊員に委嘱状を交付するとともに市

が実施してほしい事業を法人または個人に委託するものです。「法人」

につきましては、地域おこし協力隊員が受入事業者と雇用契約を結び、

受入事業者と一緒に委託事業を実施します。「個人」につきましては、

市と地域おこし協力隊員が直接実施してほしい事業について委託契約を
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締結するものです。地域おこし協力隊員の受入れについて雇用形態の選

択肢を増やすことでより良い人材を見つけてくることができると考えて

います。なお、「委託型」も全国的に実施されている制度で特別交付税

の対象となります。次に１６ページを御覧ください。事業費について御

説明します。来年度は雇用型の職員半年分と委託型の職員１年分を計上

しています。まず「雇用型」ですが、これは、これまでと同様に市の会

計年度任用職員として募集し、任用します。その費用としましては、任

用期間は１０月から３月までの６か月間となります。よって、隊員の人

件費に相当する１節職員報酬、３節期末手当、４節社会保険料は６か月

分で計上しています。次に、隊員が研修を受けるための費用として、８

節旅費、普通旅費を計上しています。隊員が従事する地域協力活動の内

容により、適した研修を受講していただきます。次に、１０節需用費で

すが、消耗品費、燃料費を計上しています。次に、１３節使用料及び賃

借料ですが、隊員の住む場所を確保する費用、日常的な活動に必要な消

耗品やスマートフォン、パソコン及び自動車のレンタル費用等を計上し

ています。これにより計２７１万９，０００円となります。次に、「委

託型」ですが、「雇用型」の予算を委託料として受入事業者に支払いま

す。隊員の人件費に係る経費以外は実績に応じて支払います。この費用

に、地域おこし協力隊の活動を支援していただくサポート費用として月

５万円を計上しています。次に、三つ目としては、「地域おこし協力隊

の募集に要する経費」です。まず、８節旅費ですが、担当課職員とシテ

ィセールス課職員が、移住フェアや地域おこし協力隊の募集イベントに

参加し、直接、隊員勧誘のＰＲをするための費用として計上しています。

１０節需用費ですが、隊員募集についてはＨＰに加え、募集チラシや募

集要項を作成することから計上しています。これらにより計１５３万７，

０００円を計上しています。最後に、四つ目として、「おためし地域お

こし協力隊に要する経費」です。おためし地域おこし協力隊は、地域お

こし協力隊員として任用する前の段階で、地域でおためしの活動をする

機会を確保し、隊員と地域とのミスマッチを未然に防ぐための制度です。

この活動に要する消耗品や自動車レンタル等の経費として、１０節消耗
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品費、燃料費、１１節保険料を、受入地域におためし活動の実施をお願

いする経費として１２節地域交流イベント委託料を、隊員希望者の宿泊

先を確保する費用として１３節宿泊借上料を、それぞれ計上しています。

以上で１，０４２万１，０００円を計上しています。続けて、１４ペー

ジの事務事業調書を御覧ください。令和６年度の事業費ですが、以上の

四つの事業費の合計１，０４２万１，０００円について、全額一般財源

としていますが、特別交付税で措置されます。右下の特記事項を御覧く

ださい。これは、特別交付税措置の内容として、①から③までの経費の

種別と上限額を記載しています。これまで御説明した事業費は、記載の

①から③までに該当するものです。次に、１３ページの指標を御覧くだ

さい。活動指標として、地域おこし協力隊の募集人数として、令和６年

度は２名の募集を目標としています。説明は以上です。御審査のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

伊場勇分科会長 審査事業３について説明が終わりましたので、委員からの質

疑を求めたいと思います。 

 

大井淳一朗委員 まず、現状を聞きたいんですが、地域おこし協力隊は、今何

名いらっしゃいますか。 

 

村田シティセールス課長 川上地域に１名です。 

 

大井淳一朗委員 １５ページに地域協力活動の例としてありますが、川上地区

の方はこの中の幾つかはされていると思うんですが、どのような活動を

されていらっしゃいますか。 

 

村田シティセールス課長 川上地域の地域おこし協力隊につきましては、当初

から予算が地域活性化室にありまして、シティセールス課で関与してな

いものになります。どういうことをされておられるかという詳しい把握

はしておりません。 
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伊場勇分科会長 今は答えられないということですか、ちゃんと把握していな

いということですか。 

 

篠原協創部長 地域おこし協力隊の募集、採用、着任の業務につきましては、

令和５年度から、シティセールス課におきましては、募集採用、事務を

一括して行うと。それぞれの地域おこし協力隊が着任した後の活動につ

いては、それぞれの業務に応じて所管課が対応するという区分けになっ

ておりますので、現在、川上地区に着任されております地域おこし協力

隊の活動内容等々につきましては、地域活性化室が所管しているという

ところになります。 

 

伊場勇分科会長 今どのような活動をしているのか。（発言する者あり）この

募集と受入れの事業をしているところの審査に関わるので、教えてもら

っていいですか。 

 

篠原協創部長 審査資料の１５ページの２番、地域協力活動の例で申し上げま

すと、大きくは（２）番の農林水産業従事、（１）番の地域おこしの支

援というところを中心に活動しておるところでございます。 

 

大井淳一朗委員 現状は分かりました。それで、令和６年度は委託型と雇用型

の両方でやっていくんですが、具体的に雇用型はどういった協力を依頼

するのか、あわせて、委託型もどのような形で募集されるのかにつなが

ると思うのでお願いします。 

 

村田シティセールス課長 雇用型、委託型は契約形態になりますので、雇用型

につきましては、会計年度任用職員として、市がホームページ等で募集

いたします。委託型につきましては、業者等に社員として雇っていただ

くようになります。ですから、市としては雇用契約がないということで、

これにつきましては募集につきましても、業者に委託できることになっ
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ております。 

 

大井淳一朗委員 今の雇用形態の違いということで、来年度は雇用型も委託型

も、資料１５ページの地域協力活動の例に沿って募集はされると、委託

もされると思います。委託型は法人に委託して、その法人の人材を送っ

てもらうということを想定しているんですが、その法人の想定はあるん

ですか。全国募集ですか。どういった形で法人と契約するのかについて

お答えください。 

 

村田シティセールス課長 地域おこし協力隊員にやってもらう事業によって違

うようになろうかと思います。まず、市内事業者で受入れが可能な事業

であれば、市内事業者にお願いしたいと思いますし、市内事業者でかな

わないような事業であれば、市外から委託業者を探してくるというよう

になろうかと思います。 

 

大井淳一朗委員 となると、ある程度こちらでやってほしい事業を抽出して、

それに沿って法人と委託契約すると思うんですが、現時点でこういった

事業をやってほしいというのはありますか。 

 

村田シティセールス課長 取りあえず、今どういうふうに進めているか、庁内

の進捗状況を御説明させていただきます。まず、昨年５月に地域おこし

協力隊の活動内容に該当しそうな部署に声をかけまして、説明会を開催

しました。その際に、地域おこし協力隊を受け入れることのメリット、

スケジュールなどを説明するとともに、全国の事例を紹介しました。そ

の後に、個別に担当課と協議を重ねてきましたが、受入れ団体がないと

いうこととか、３年間の活動を終えた後に定住する計画が描けないとい

うこととか、隊員をお願いする事業が固まらないとか、具体的な事業が

出せないとか、専門性が高過ぎるとか、そういった様々な理由で、熟度

に違いはあるんですが、地域おこし協力隊の募集に至っていないという

ところがございます。最終調整段階なんですが、これからシティセール
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ス課を所管といたしまして、隊員の募集を開始したいと思っております。

委託型を活用してやりたいと思っておるんですが、観光協会などのＳＮ

Ｓを活用した情報発信等を中心とした事業を行っていただく、そういっ

た隊員を今から募集したいと考えております。 

 

白井健一郎委員 今の話と若干重なるんですけど、今回、委託型を付け加えた

理由をもう少し教えてください。 

 

村田シティセールス課長 委託型につきましては、徐々に全国的にも増えてき

たものです。委託型を導入するメリットは、まず、隊員側につきまして

は、３年間の事業を終えた後に、独立に向けての準備がしやすい、自由

度が高くなる契約、雇用契約していませんので、そういった動きがやり

やすくなるといったことがございます。市といたしましては、職員の労

務管理をせずに、委託する事業を実施してもらえるというのがあります

ので、効率的に事業を遂行することができるといったメリットもござい

ます。それともう１点が、地域おこし協力隊は分野によっては、いい人

材が見つからないことが多いと言われています。確かに、私たちもいろ

いろな移住フェアとかに出るんですが、なかなかいい人材に巡り会うこ

とができないような状況です。この委託型は隊員の募集から委託業者に

お願いすることができますので、その委託先の事業者が自社のルートで

あるとかインターネットとかＳＮＳを活用して、募集してもらうことが

できるということで、市としては隊員を確保しやすいといったメリット

もございます。 

 

 

岡山明委員 １４ページ、今お話しされた費用の部分なんですけど、特記事項

の部分で、特別交付税措置の内容ということで、隊員の活動に要する費

用、また、募集等に要する費用とか、金額的に書かれているんですけど、

三番目、おためし地域おこし協力隊に要する費用で１００万円とか書い

てあります。これどういう形で実際に運用されているかどうか聞きたい
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です。募集に対しての金額の部分ですが、実際にどういう形で使ってい

るか。 

 

村田シティセールス課長 運用というのは、内訳ですか。 

 

岡山明委員 大まかで結構なんですけど、どういうふうに使われているか。１

４ページの一番下の特別事項の措置の内容と書かれた部分があるんです

よ。そういう部分で金額が出されているから、活用とか募集等に要する

経費がどういう形で使われているかということです。 

 

伊場勇分科会長 特別交付税の部分がどこに当たって、そうじゃない部分がど

ういうふうに使われているかについては、１６ページのところの支出に

ついての事業費が出ております。どこが交付税措置であって、そうじゃ

ないところがどこかという意味ですか。 

 

村田シティセールス課長 １６ページ、１，０４２万１，０００円ですが、上

限額はあるんですが、全部特別交付税の対象になります。 

 

岡山明委員 １６ページの中の金額に総額が全部含まれているということでい

いですか。 

 

村田シティセールス課長 １４ページに上限額が示されていますが、この上限

額いっぱいまでは全て対象になります。 

 

笹木慶之委員 １５ページの地域おこし協力隊の募集に関してということなん

ですけど、この事例から見ると、大きな２番で、地域協力活動の例とい

うことが書いていますね。山陽小野田市の全域を一応対象地域として考

えたときに、ある程度、地域を絞らんと活動が難しいんじゃないかなと

思うんですけど、その地域の取組についてはどのように考えておられる

のか。例えば、事例があるのは、令和５年度に川上地域で活動して、ま
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だまだ内容を十分つかんでおられないようだけれども、そのような人た

ちに新しい事業の中でどのような仕事をさせるのかが分からんわけです

よ。それをどのように考えておられるのか。例えば、山陽小野田市全域

でもいいのか、あるいは、川上地域だけでいいのか、いろんな地域があ

るじゃないですか。受入れの地域が曖昧だから言っているわけです。（発

言する者あり）川上地域という事案を出してきたけど、その形では私自

身は納得できていないわけです。新しい事業として、令和６年度にどの

ような事業を計画しているのかを聞いています。 

 

村田シティセールス課長 地域は、川上地域で受け入れたように、何か特化し

てできるのであれば、狭い地域でもいいと思っております。一つの行政

課題であるならば、市全体を地域として捉えるというような考え方にな

ろうかと思います。この場合は、一緒に事業してくれる団体とか見つけ

ないと、事業は実施することが難しいとは考えております。 

 

笹木慶之委員 一部の委員も一緒に議論したから……やはりその特定の地域に、

狭い地域でやってもこれできないよという話をしたわけ。ところが、そ

ういったことを放置しながら事業を進めたわけですよ。我々が意見を言

ったわけよ。ところがそうなっていないわけ。今言うように、具体的な

事例を、いいとか悪いとかの議論という立場じゃないから、それはいい

んだけど、新しい事業をするときの考え方が、先ほども言われるように

曖昧なわけよ。だからどのような取組をするかということはもう少し具

体的な策をもって、事案を検討されるんだろうなと思うんだけど、大丈

夫ですかということなわけ。例えば、厚狭地域全体で考えるとか、ある

いは全部やっても難しいかもしれんけど、例えば埴生なら埴生でやると

か、ある程度段階でくくっていかないと、あまり狭隘にしていくと、な

かなか動きができなくなるという話になるので、本当にこれからの継続

性が大丈夫かなと思うわけよ。だから言っているわけ。だから、現状進

んでいることをどうだこうだ言うつもりはありませんけど、そういった

ものを視点において、新しいものに取り組まないと、同じ失敗をするよ
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ということを言いよるわけ。どうでしょうか。 

 

篠原協創部長 御質問の地域おこし協力隊の活動の範囲につきましては、地域

おこし協力隊に何をしてもらうのか、どういう活動をしてもらうのかと

いう内容によって決まってこようかと思います。先ほど課長も申し上げ

ましたが、市全体の課題を解決するようなものであれば、山陽小野田市

全域を対象としての活動範囲となろうと思いますし、２番の例でいきま

すと、空き店舗活用など商店街の活性化が丸々商店街の活性化というよ

うな活動の目標を与えるんであれば、そこの商店街をエリアとしての地

域おこし協力隊の活動ということで、これはどのような活動、ミッショ

ンをやってもらうかによって変わってこようと思います。御指摘の点は

重々承知しておりますので、その辺に気をつけて令和６年度に取り組み

たいと思います。 

 

笹木慶之委員 そこで申し上げておくことは、いわゆる希望者と従事者との問

題になるわけです。要は、どういう人に来てもらいたいのか、どういう

ことをしてもらいたいのか、お互いの共通でないとうまくいかんわけで

すよね。だからそれについては、事業、人の選択について、どのような

決め事するのかが分からんと、どのように選択していくのかが分からな

いと、ただ自分たちが（聞き取り不可）意味ないんじゃないですか。い

ろいろな人の意見も聞きながら、その効果が出てこないと、大丈夫かな

と思います。何をしようかということを思わない人が来ても、事業が続

かないでしょう。だからその辺の設定は大丈夫ですか。 

 

篠原協創部長 来ていただける協力隊の方に何をしてもらうのか、逆に言いま

すと、市が何をさせるのか、何をしてもらうのか、どういう課題があっ

てそれをどのような方向で解決に導いてもらうのか。これは地域おこし

協力隊が来たからこの３年間で全てが解決するというものではございま

せんので、当然、市の施策として、担当課として今取り組んでいる課題

解決の中で、地域おこし協力隊のこういう能力が必要だ、こういう活動
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が必要だというところを担当課であるシティセールス課も必要とする部

署とのヒアリングなり調整や協議をしっかりやっておりますので、そこ

をちゃんと見据えた上での募集、採用という形を取っていきたいと思っ

ております。 

 

笹木慶之委員 最後に申し上げておきますが、市の原課の計画をきちっと政策

的に調整して、決定されないと。一方的な方向性で動いていくと、うま

くいかないということになろうかと思います。だから、目的がつかめて、

その事業に適用できるような対応をしっかりと取り組んでもらいたいと

いうことを申し上げておきたいと思います。以上です。 

 

伊場勇分科会長 意見はなるべく控えていただいて、質疑をしてください。 

 

森山喜久副分科会長 １５、１６ページについて、はっきりさせていきたいの

で、１６ページ、まず１番、地域おこし協力隊活動費の雇用型について

は、市の職員として、会計年度任用職員として雇用していくということ

で、市のホームページで募集していくということですよね。フルタイム

の会計年度任用職員の予定かどうか教えてもらっていいですか。 

 

池田シティセールス課主幹 こちらの会計年度職員はパートタイムとなります。 

 

森山喜久副分科会長 このたび、１０月から３月までにしている理由を教えて

ください。 

 

池田シティセールス課主幹 １０月からにさせていただいている理由につきま

しては、年度初めに、庁内の説明会を行いまして、そこから募集をかけ

させていただきたいと思っております。最短ですけれども、１０月から

会計年度職員としての地域おこし協力隊として委嘱することができれば

と考えております。 
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森山喜久副分科会長 令和５年５月から、該当部署を集めながら、啓発し、説

明してきた。担当部署を含めて積み上げをしてきたのならば、３月時点

からでも、担当課を含めて絞られるのかなと思うんですが、実際それも

絞られた状況だということでいいですか。 

 

村田シティセールス課長 幾つかの課で協議はしていますが、実は委託型につ

いては最近、制度を入れたもので、まだそこについては各課に説明して

いませんので、委託型で雇用形態も増やしたことも含めて、また早期に

協議していきたいと考えております。 

 

森山喜久副分科会長 委託型ですが、先ほど業者委託を含めて考えていますよ

と。市内業者をできるだけやっていきたいと言われましたが、実際にあ

る程度候補が絞られている状況と理解していいんでしょうか。 

 

村田シティセールス課長 地域おこし協力隊を呼んできて何をするか、地域お

こし協力隊の制度を使って課題解決をしていくという事業が絞り込めた

後に業者を探していくものになろうかと思います。シティセールス課が

やっている事業につきましては、情報発信をしていくことで、市内の業

者で考えております。 

 

森山喜久副分科会長 逆に言えば、市内業者に地域行事を解消するために、ど

ういったすべがあるか、協力してもらえるか。あと、人材が欲しいかで、

ある程度把握するわけではなく、あくまで、市でホームページを含めて

募集された状況でやっていくというイメージですか。その辺をはっきり

してもらっていいですか。 

 

村田シティセールス課長 募集する前に、地域おこし協力隊を使う事業をまず

担当課で選定します。それに基づいて事業が決まったときに、今度、シ

ティセールス課と企画課も含めて３年間の計画を作成します。そのとき

に、委託型にするか、雇用型にするかも決めていきますが、そのときに
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市内に委託型にした場合に業者があるかとか計画段階で探していくよう

になろうかと思います。 

 

森山喜久副分科会長 ４月から３月の１年間と決めているじゃないですか。そ

れはどうなのかなと。会計年度任用職員の雇用型が４月から３月であっ

て、委託型を１０月からやっていくと思っておったんですが、いかがで

すか。 

 

村田シティセールス課長 委託型につきましては、既にシティセールス課が最

終調整に入っていると言ったその事業に対しての予算になります。早け

れば４月にでも、早期に連れていきたいと思っておりますので、４月か

らにしております。 

 

森山喜久副分科会長 月５万円のサポート費用が、この委託型に含まれるとい

う説明があったと思うんですけど、その辺もう一遍説明をお願いします。 

 

村田シティセールス課長 地域おこし協力隊員を受け入れてくれた事業者に、

地域おこし協力隊と連携して、うちが委託する事業を一緒になって事業

の課題解決をしていただくための費用となります。 

 

森山喜久副分科会長 ですので、今ここにある１２節委託料の５７５万６，０

００円プラス６０万円なのか、それとも、５７５万６，０００円に含ま

れているのか、はっきりしてもらっていいですか。 

 

村田シティセールス課長 含まれています。 

 

大井淳一朗委員 委託型、雇用型の任期について、３年間の計画とおっしゃっ

たんだけど―委託型に絞りましょう。委託型は、例えば、ある業者と

今最終段階に入っているんですが、３年計画と考えているんですか。 
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村田シティセールス課長 雇用型も委託型も一緒で３年間です。 

 

伊場勇分科会長 まだ募集をかけてないという状況を聞きまして、理由は受入

れ団体がないとか、定住が難しいとか、専門性が高いとか、本市のいろ

いろな課題もありますし、延ばさなきゃいけないジャンルもある中で、

専門性が高くていいと思うんですよ。定住が難しいと、定住するのは来

た人の話なんでそこは理由にならないし、あと、受入れ団体がないとい

うのは工夫していろいろなところを探せばいいし、それは市が、執行部

が頭を下げてお願いするべきだと思うし、一緒になって頑張るべきだと

思うし、もう募集もかけられないような事業だったら、多分なかなか先

に進まないんですよ。まずは執行部の姿勢が大事であって、もちろんリ

スクが多いジャンルに飛び込むのは危険だと思いますが、それをできる

だけ排除して、チャレンジする事業ですよね。待っていたら人が来るよ

うなもんじゃないじゃないですか。いい人材は魅力的なところに出てい

ますよ。もちろん、車や、家を用意しているところですね、うちもして

いますけど来ないんですよ。もっと幅を広げないといけないですよね。

担当課にいろいろ聞いたのに、募集すらできてないというところ、どこ

で止まっているのかなと思うんですよね。さらに、今度委託型を進めま

すという話ですが、今からこの事業にいい人材を入れて、もちろん地域

の課題を解決するためにそうなんですけど、この市のいろいろな仕組み

についても新しい風を入れることも大きな理由の一つだと思うんですよ

ね。チャレンジしていかなきゃいけないと思うんですが、担当課として、

この事業に対して、本当にそのやる気があるのか。もうそこまでちゃん

と聞いておきたい。この事業については実績が伴っていないし、今の状

況を見ると、そこについては令和６年度、この金額をかけてどういうふ

うにしたいという思いがあるのか、そこは一言しっかり答えていただき

たい。お願いします。 

 

村田シティセールス課長 地域おこし協力隊の事業は、市にあるたくさんの課

題を解決する手段の一つとして考えています。ですから、その課題を解
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決するための手段として地域おこし協力隊を導入するかどうかは担当課

がそれぞれで考えるようにしています。ただ、シティセールス課として

は、積極的に導入を考えていますので、そういったメリット等を説明し

ますし、計画段階、募集段階全てにおいて一緒になってやっていくとい

うつもりでいますが、担当課が自分で主導してやらないと、受け入れた

後に、担当課、受入れ団体、隊員、３者が連携して事業をしていかない

と、結局トラブルになって事業が駄目になってしまいますので、地域お

こし協力隊を導入するかどうかという部分については担当課で考えてほ

しいと考えています。ただ、計画作成、募集については、シティセール

ス課としては積極的に一緒になって行い、地域おこし協力隊員を呼んで

くるというところは全力でサポートしたいと考えております。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、質疑はございませんか。なければ、審査事業３番

を終わりたいと思います。ここで休憩を取ります。午後３時１５分まで、

１０分休憩を取ります。 

 

午後３時５分 休憩 

 

午後３時１５分 再開 

 

伊場勇分科会長 それでは休憩を解きまして分科会を再開いたします。審査事

業の４番、現地型ふるさと納税導入事業について、執行部からの説明を

求めます。 

 

村田シティセールス課長 審査対象事業４番の現地型ふるさと納税導入事業に

ついて御説明いたします。資料１９ページを御覧ください。「１ 事業

概要」ですが、本市にとって貴重な観光資源であるゴルフ場、飲食店、

宿泊施設、体験型施設等にＱＲコードを使用した「現地型ふるさと納税」

の仕組を導入し、市外在住来場者のふるさと納税の促進を図り、自主財
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源を確保します。また、「現地型ふるさと納税」の仕組を広く周知する

ことで、本市への来訪者の増加を促し、「ゴルフ」や「食事」、「宿泊」、

「体験」をきっかけに、本市の認知度向上及び関係人口の増加を図りま

す。次に「２ 設置内容」ですが、ふるさと山陽小野田応援事業参加事

業者に登録している市内のゴルフ場、飲食店、宿泊施設、体験施設のう

ち希望する施設に「現地型ふるさと納税」の仕組を導入します。今年度、

自動販売機の設置を予定していましたが、総務省の５０％ルールの厳格

化の影響により中止することとしたため、それに代わるものとしてＱＲ

コード方式を導入したいと考えています。ＱＲコード方式は、現地を訪

れた人が、会計のレジ、食事中のテーブル、宿泊先の部屋などに置いて

ある資料の右下にあるようなＱＲコードをスマートフォンやタブレット

で読み取り、住所やクレジットカード情報などを入力します。寄附が完

了すれば、その場で施設の利用券などを返礼品として受け取ることがで

きます。なお、右下のＱＲコードを読み込むと現地型ふるさと納税の利

用イメージの動画を見ることができますので、後ほど御覧ください。ま

た、ＱＲコードは一度業者と契約すれば制限なくＱＲコードを発行でき

ますので、希望する施設にはすべて設置することができます。ただし、

その場で返礼品を提供することができるということが条件となります。

次に「３ ランニング及びイニシャルコスト」ですが、返礼品が寄附額

の３０％、サイト利用料、決済手数料などが１１％、サイト制作、販促

物作成、支払い代行などの業務委託料として２．２％、特に販促物につ

きましてはＱＲコードのデメリットとして自動販売機よりも目立たない

ということがありますので、のぼり旗、チラシ、卓上ポップなどの作成

によりＰＲしてまいります。ランニングコストの合計が寄附額の４３．

２％となります。また、イニシャルコストとして５５万円が必要となり

ます。次に１７ページを御覧ください。成果指標ですが、このたびの現

地型ふるさと納税の仕組の導入により令和６年度では利用件数２５０件、

寄附額１，０００万円を想定しています。次に１８ページを御覧くださ

い。令和６年度の予算ですが、報償費、返礼品代として３００万円、手

数料、システム利用に係る手数料及び決済手数料として１１０万円、イ
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ニシャルコストとして５５万円、サポート寄附の業務委託料として２２

万円を計上しています。説明は以上です。御審査のほど、よろしくお願

いいたします。 

 

伊場勇分科会長 説明が終わりましたので、委員からの質疑を求めます。 

 

大井淳一朗委員 先ほど説明いただいたんですけども、イメージとすれば、テ

ーブルの上に三角みたいな紙を置いて、そこにＱＲコードがあって、そ

れを読み込んで、ふるさと納税するというイメージでよろしいですか。 

 

村田シティセールス課長 そのとおりです。 

 

大井淳一朗委員 それと、なかなか目立ちにくいというのは今言われたとおり

なんですが、１９ページにあります導入事業についてということで、や

っていくと。市内のゴルフ場は想定大体できますが、「飲食店、宿泊施

設、体験型施設で希望する」だから、手上げ方式になると思うんです。

飲食店、宿泊施設、体験型施設に当たるものには全部声はかけていくと

いう形でよろしいでしょうか。 

 

村田シティセールス課長 まずは、現行ふるさと納税に参加していただいてい

る事業者から、声かけをしていこうと思っています。その数が大体、５

から１０の間ぐらいだったと思います。まずそこから話をしていこうと

思っております。 

 

大井淳一朗委員 この返礼品３０％というのは、基本的にはこの率は変えない

方向ですよね。 

 

村田シティセールス課長 このたびのＱＲコードは送料等もかかりませんので、

このまま３０％で行きたいと思います。 
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岡山明委員 １９ページについて、トータルで４３．２％ですね。自動販売機

が中止になったんですが、どこの部分が超えたんですか。返礼品は３０％

のままですから、サイト作成とかそういう部分で、５０％を超えたとい

う状況ですから、そこの部分がどのぐらい超えておったか、詳細が分か

りますか。 

 

村田シティセールス課長 単純に比較はできないんですが、まず、自動販売機

の手数料につきましては、ふるさと納税の返礼品は３０％、ふるさと納

税の事務費等で１０．７８％、ゴルフ場へ支払う手数料で１．１％、カ

ード決済手数料で１．１％、自動販売機利用料で７％、コールセンター

で３．３％、事務代行で２．２％、合計５５．４８％、自動販売機では

ランニングコストがかかるようになっています。 

 

岡山明委員 ５５．４％なので５．４％超えたということですよね。範囲外と

なったので、今回中止となった状況ですね。 

 

村田シティセールス課長 自動販売機については、５５．４８％を下げること

ができなかったので中止ということにしました。 

 

伊場勇分科会長 この現地型ふるさと納税の導入事業についての質疑を求めま

す。 

 

森山喜久副分科会長 １７ページのところで、活動指標または成果指標がある

じゃないですか。令和６年度の現地型ふるさと納税の利用者数は２５０

件を目標にして、サポート寄附金額は１，０００万円を目標にするとい

うことでよろしいんですか。 

 

田中シティセールス課ふるさと納税促進係長 こちらの指標の根拠なんですけ

れども、１，０００万円で見込んだ根拠といたしまして、当初、５施設

程度の設置を想定して動いてまいりますので、年間で１施設当たり５０
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回程度、週に１回ぐらいの寄附を見込んだ計算としております。それに、

現地型ふるさと納税の現在導入しようとしているサイトの平均の１回当

たりの寄附単価を掛けると、おおよそ２５０回寄附があれば１，０００

万円ぐらいの寄附を見込めるといった計算にしております。 

 

森山喜久副分科会長 差し支えなければ、平均単価を教えてもらっていいです

か。 

 

田中シティセールス課ふるさと納税促進係長 平均単価なんですけども、事業

所のお話では、おおよそ１回当たり４万円ぐらいです。多い方だと一気

に２０万円、３０万円される方もいらっしゃいますので、平均すると４

万円ぐらいであろうというところです。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、質疑はございますか。ＱＲコードを載せるのはい

いんですが、それぞれのＱＲコードになるわけですよね。 

 

田中シティセールス課ふるさと納税促進係長 ＱＲコードも、インターネット

上に各事業所の寄附ページをつくって、そこに飛んでいくような形にな

るので、１件、１件が別のＱＲコードになります。 

 

伊場勇分科会長 そうしたら、ＱＲコードを載せたポスターなどを貼ったとき

に、そこに何か返礼品がないと、ふるさと納税の現地型があるんだと、

すぐそこまで飛ばないですよね。ＰＲのチラシは工夫しなきゃいけない

と思うんですけど、他市町でやられているところがあるかもしれません

し、どのようにやっていくか具体的に教えてもらえますか。 

 

田中シティセールス課ふるさと納税促進係長 ＰＲにつきましては、まず全体

へのＰＲとしましては、市のトップページというのができますので、ま

ずは山陽小野田市の現地型で寄附できるページに飛ぶ配布用のチラシと、

各施設に対しては施設専用のＱＲコードを貼ったチラシを作成いたしま
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して、来場いただいた方に配布していくというようなイメージになりま

す。 

 

伊場勇分科会長 来場した人には、店舗、施設の返礼品がちゃんと分かるよう

な形で周知していくということですか。 

 

田中シティセールス課ふるさと納税促進係長 来場した方は、そのＱＲコード

を読むとその施設のものしか見えないような状態で飛ぶことができます

ので、その施設に合ったチラシを施設ごとに作成していくという形にな

ります。 

 

伊場勇分科会長 作成するのは、担当課が作成するんですか。 

 

田中シティセールス課ふるさと納税促進係長 チラシの作成も委託料の中に含

まれております。 

 

伊場勇分科会長 承知しました。そのほか、質疑はございませんか。（「なし」

と呼ぶ者あり）それでは、審査事業４の審査を終わりまして、次に審査

事業５、きらら交流館再整備事業について執行部からの説明を求めます。 

 

村田シティセールス課長 審査対象事業５番のきらら交流館再整備事業につい

て御説明いたします。資料２３ページを御覧ください。「１ 事業の経

緯」ですが、きらら交流館につきましては、これまで老朽化への対応を

含め、今後の施設の在り方を検討するに当たり、宿泊研修施設としての

現行の目的に限定しない現在のニーズ・用途に合った新しいコンセプト

の下、施設の役割、事業性を含む機能の見直しを行い、今後の施設の方

向性を検討してまいりました。「２ 検討のポイント」ですが、きらら

交流館の立地環境や資源のポテンシャル、競合、ニーズ等を踏まえ、①

スマイルエイジングにつながる機能、②道の駅などの観光・交流拠点と

しての機能、③当施設周辺の地域資源を活かした交流人口の増加及びに
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ぎわいの創出につながる機能を持たせる施設として検討を進めました。

そして、令和３年９月に「きらら交流館に係る基本計画」を策定し、リ

ニューアルコンセプトを焼野海岸・竜王山等のフィールド活動の魅力を

最大化する、「体験・活動拠点」、市民の心身ともに健康な暮らしをサ

ポートする、「生活・交流拠点」としました。次に施設の整備方針は既

存施設を有効活用し、改修により施設の機能向上を図ります。次に管理

運営方法ですが、公設、指定管理方式としています。指定管理者制度の

導入に当たりましては、設計段階から、指定管理者の運営や維持管理の

ノウハウを取り入れ、施設としての機能を十分に発揮させることを目的

として本施設の改修設計に先立って募集・選定する「先行公募」を実施

することとしました。「４ 指定管理候補者選定」ですが、令和５年８

月２５日に指定管理者の選考委員会を開催し、指定管理者候補に富士商

株式会社に決定しました。２４ページを御覧ください。「５ 施設機能

のゾーニング」ですが、基本計画では、図のようなゾーニングが示され

ており、これを基に指定管理者から施設の機能につきまして提案があり

ました。提案内容につきましては、現在、設計に反映させることができ

るもの、できないものを市、指定管理者、設計業者で協議していますの

で、このたびの資料は基本計画段階のものを掲載させていただいていま

す。次に「６ 基本設計・実施設計業」についてですが、令和５年１２

月２６日、指定管理候補者の富士商株式会社からの提案を取り入れつつ、

基本設計・実施設計をする業者の選定を行う選定委員会を開催し、基本

設計・実施設計を行う業者を株式会社ＮＳＰ設計に決定しました。次に

「７ 令和６年度事業」ですが、令和６年度の予算になります。建築確

認等委託料が１２４万５，０００円、基本設計・実施設計の設計委託料

が４，３１８万９，０００円、計４，４４３万４，０００円となります。

次に「８ 事業スケジュール」ですが、今年の１月から基本設計を開始

しまして、基本設計はおおむね７月頃に完成し、それから令和７年３月

まで実施設計を行います。その後、改修工事に着手し令和９年１月にリ

ニューアルオープンする予定です。改修工事のスケジュールにつきまし

ては、実施設計の段階で詳細に決まります。なお、現在、設計業者が指
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定管理者の提案を取り入れながら設計業務を実施しており、基本設計が

完成する前に地元への説明会を開催することとしています。その頃にき

らら交流館の改修の内容もお示しできると思います。次に、２０ページ

をお開きください。令和６年度の成果指標ですが、令和６年度は基本設

計、実施設計を完成させることです。説明は以上となります。御審査の

ほど、よろしくお願いいたします。 

 

伊場勇分科会長 審査事業の説明が終わりましたので、委員からの質疑を求め

ます。 

 

大井淳一朗委員 設計が終わってから、地元への説明会ということなんですが、

地元の方もいろいろ意見があります。例えば、風呂はトロン温泉を残し

てくれとか、宿泊施設をなくさないでほしいとか、いろいろな意見があ

るんですが、そういったものは集約できているんですか。そこが心配な

んですよね。いかがですか。 

 

村田シティセールス課長 基本計画を策定するときに地元の方の意見は聞いて

いるんですが、このたび基本設計を完成する前に地元説明会を行いたい

と思いますので、何か要望等があれば、直せるようには考えております。 

 

大井淳一朗委員 それは大体どれぐらいなりますか。来年度中にはなると思う

んですが。 

 

村田シティセールス課長 基本設計が大体７月頃に完成しますので、その前に

地元説明会を行いたいと思っております。 

 

岡山明委員 今回はリノベーションという言葉ではなく、リニューアルオープ

ンという状況ですよね。付加価値という言葉を使うと、やはり、リノベ

ーションという形で、改造じゃないけど壁も穴を空けてという状況があ

るので、この設備自体がリノベーションに耐えられないという、耐震性
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とかそういう問題で、あくまでもリニューアルという形の表現になって

いるんですか。どちらかと言うと、リニューアルよりはリノベーション

で、新たに施設として立ち上がってくる、付加価値の高い施設になって

くるという状況で、言葉を変えて、ただ改築したとなると付加価値はつ

いていないような感じがイメージとしてあるんですよ。そういう意味で、

耐震化の問題もあると思うので、その辺は壁を例えば大きく分けて変え

て、部屋の形態も変えるという状況の、今回はリノベーションとかじゃ

なくて、あくまでもリニューアルという形での改修という形なんですか。 

 

村田シティセールス課長 施設につきましては、これまで研修施設だったんで

すが、それを観光の機能を強化した施設に、完全に違う施設になります。

ですから、中も壁をぶち抜いたりもしますので、言い方としては、今は

リニューアルを使っていますが、そこまで意識してリニューアル、リノ

ベーションという言葉は使っていませんでした。 

 

伊場勇分科会長 リニューアルは、元のものに手を入れて新しくすること、リ

ノベーションは修復する、改善すること。例えば、大がかりに改修する

こと、どちらがふさわしいかといえば、リニューアルなんだろうなと思

います。 

 

岡山明委員 建物の耐震性はもう十分に、２０年確保されるという意味の更新

ですか。 

 

池田シティセールス課主幹 こちらの建物は、新耐震基準で建築されている建

物でございますので、耐震補強の必要はございません。 

 

大井淳一朗委員 ＮＳＰ設計が、今、懸命に基本設計されているんですが、こ

れはあくまでもきらら交流館の建屋だけの設計なんでしょうか。 

 

池田シティセールス課主幹 建物の改修ももちろんなんですけれども、地域周
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辺の施設との連携やソフト事業も一緒に含めて考えていただくような形

としております。 

 

大井淳一朗委員 ソフトも大事なんですが、私が聞いた意図は、道の駅を見て

みると、大型車両が乗り入れられるように、バスの回転場とか、駐車場

とかを結構いじっているんですよね。そういったところも含めてやらな

いと、建屋だけ幾らよくしても、集客を図れないことがあると考えられ

ますが、この点いかがでしょうか。 

 

村田シティセールス課長 バスの乗り入れにつきましては、数年前に調査を行

ったときに、駐車場に乗り入れるという話があったんですが、バス会社

が危険であるという方針で立ち消えております。また新しい施設になっ

たときに、もう一度交渉したいと思っております。 

 

大井淳一朗委員 例えば、今のきらら交流館の駐車場の生け垣とかありますよ

ね、あの辺は全くいじらないんですか。 

 

村田シティセールス課長 その辺を改修する予定はありません。 

 

大井淳一朗委員 これからも出てくることだと思うんですけど、建物だけでは

なくて、周辺のバーベキューをするところとかもあると思うんです。バ

ーベキューを否定するわけじゃないんですが、一体的に考えていかない

と、せっかくこれからきらら交流館をリニューアルしていくのに、集客

が図れないとまずいかないと思うので、その辺りも考えるべきだと思う

んですが、検討されたらいかがですか。 

 

村田シティセールス課長 今の御意見は、設計業者と指定管理者と定期的に協

議しておりますので、話を持っていきたいと思います。御意見ありがと

うございます。 
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笹木慶之委員 先ほど説明があった点で、再度確認しておきたいと思うんです

が、施設機能のゾーニングで、エリアの計画は書いてありますよね。一

番のポイントは、検討のポイントということで、スマイルエイジングに

つながる機能であるとか、あるいは、道の駅等の観光交流拠点としての

機能、そして、周辺施設の資源を活用した交流人口の増加になっている

んですが、それがきちっと基本計画の中に落とされておると思っていま

す。だからその中で、当然のこととして、焼野海岸、竜王山等のフィー

ルド活動の魅力を最大化するというテーマがあるわけですが、その辺に

ついて、さきほど市民の皆さんの意見もあったけど、しっかり取り込ん

で有効的な活用をしないと、せっかくの目的が達成できないと思うわけ

です。ですから、計画書を見てみると、最終的な施設機能のゾーニング

ぐらいが押し込まれたような感じになるんだけど、もう少し計画をきち

っと広げ、地域の活性化につながると理解していいですね。 

 

村田シティセールス課長 スマイルエイジングにつながる機能であるとか、周

辺の地域資源を生かした交流人口の増加、この辺につきましては、富士

商株式会社から御提案いただいておりますので、オープンしたときにし

っかりとやっていきたいと思っております。それと、ＮＳＰ設計ですが、

広島県内を中心に、道の駅の整備の実績が多い業者で、業者がきらら交

流館を見たときに、観光に関するポテンシャルが非常に高いと評価して

いただいておりますので、道の駅のような観光施設として、機能に重点

を置くような提案を頂いておりますので、そのような施設になっていく

と思っております。 

 

笹木慶之委員 最後にあえて申し上げておきますが、既存施設を有効活用した

改修であるということではないということを踏まえて、しっかり対応し

てもらいたいということですが、よろしいですね。（うなずく者あり） 

 

岡山明委員 ２３ページの部分で、検討のポイントということで、「スマイル

エイジング」という言葉が出ています。スマイルエイジングということ
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は、福祉も当然関わりがあるという状況で、今回、入浴施設の中央福祉

センターが廃止になりましたので、市内に入浴場がないという状況です。

皆さんは、きらら交流館の浴室をすごく強く期待しているんですよ。そ

ういった状況の中で、スマイルエイジングという看板を、①で出されて

いる福祉という部分が、高齢者に対応できるような施設も造るという、

市の看板を掲げられているんだから、スマイルエイジングという状況の

中で浴室、そういう高齢者を対象にした、福祉に関わるような施設を今

後設計する場合に、障害者もおられる施設が今回できるかどうかお聞き

します。 

 

村田シティセールス課長 温浴施設につきましては、基本計画にも載っており、

必須機能となっていますので改修する予定です。このたびのきらら交流

館のリニューアルにつきましては、研修施設から観光を中心とした施設

にすると、新たに生み出すという施設になります。入浴施設につきまし

ても、研修施設のお風呂を一般にも開放するというところから、観光施

設として付加価値をつけて改修しますので、福祉施設ということを考慮

したものにはならないと考えております。スマイルエイジングにつきま

しては、ソフト事業でやっていきますし、障害者に配慮という点につき

ましても設計業者にお願いしたいと思っております。 

 

岡山明委員 今回の私の一般質問の中で、入浴料金に関して、当時の指定管理

者からアンケートを取られたという状況で、５０％は周りの景色がいい

けれど、あとの５０％は料金を安くしてほしいという指定管理者のアン

ケート調査が出ているんですよ。そういった意味で、今後、新しい指定

管理者の下で設備をするのもいいんでしょうけど、スマイルエイジング

に関わる住民の方々が安く利用できるような施設を進めていただきたい

と思います。そういう考え方、金額の部分で安価という表現の状況で、

利用者に向けられる形が進められるかどうか、お聞きします。 

 

村田シティセールス課長 実施設計、基本設計の業者に、マーケティングプロ
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デューサーとして入ってもらって、市場調査を行っております。その調

査結果と委員が言われたように、地域の方に御利用いただくというとこ

ろも含めて、新たな入浴料の提案をしたいと考えております。 

 

白井健一郎委員 今のお話にもありましたように、２４ページの６番で、株式

会社ＮＦＰ設計が基本設計と実施設計業務に携わるということで、公募

型プロポーザルで決まったとあります。私は去年の１０月からこの委員

会に所属になったので分からないんですけれども、その前、あるいはそ

の後に報告があったのかどうかということ。それから、２３ページの４

番、指定管理候補者選定で富士商株式会社に決まっていますが、何らか

の形で議会の関与があったのかどうかということについてお伺いしたい

と思います。 

 

村田シティセールス課長 ６月の議会の際に、今年度、指定管理者の先行公募

を行うということと、基本設計、実施設計の業務のプロポーザルを行う

ということは御説明させていただきましたが、実際にどこに決まったか

というのは今回初めて、御報告させていただきました。 

 

伊場勇分科会長 そのほか質疑はありませんでしょうか。きらら交流館は位置

的に市から西側の方は遠い施設でもあって、結果、市外から来る方は車

の方が多いかなと思うんですが、車以外の交通手段について充実が必要

なのかなと思います。また令和９年１月からということで、時間がある

んですけれども、その辺の考え今からの取組についてはどのように考え

ていらっしゃいますか。 

 

村田シティセールス課長 公共交通でいったらバスになると思いますので、委

員長がおっしゃられたように時間がありますので、しっかりと商工労働

課とバス会社も含めて協議していきたいと思います。 

 

伊場勇分科会長 先ほど大井委員からもありましたけども、もちろん観光バス
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で来られるということも結構重要な点だと思います。例えば、ほかの観

光農園は、物すごく多くのバスが入って、物すごい人が来て、どんどん

機能が充実していくところです。その辺については、しっかりと基本設

計、実施設計にも反映していくべきだと思いますけど、その辺いかがで

すか。 

 

村田シティセールス課長 先ほど説明しましたように、マーケティングプロデ

ューサーとして入っていただいておりますので、そういった観光バスが

来るという可能性も含めてしっかり調査していただいて、必要があれば

当然改修の中に入れていきたいと思っております。 

 

伊場勇分科会長 来る施設じゃないと意味がないと思いますのでお願いします。

そして、近隣住民の配慮については、説明を行うということでございま

したが、議会でも、議会カフェとかでやはりいろいろ聞くわけです。「い

つできるの」とか、「何が入るの」とか、ずっと工事中のシートがある

ので、少し工夫が必要なんじゃないかなと思っています。地域にとって

はシンボル的な施設でもありますので、近隣住民のためにも工夫はされ

ないかどうか、その辺いかがですか。 

 

村田シティセールス課長 周辺住民の皆さんへの周知につきましては、昨年の

７月頃から広報紙、ホームページで掲載して、同時期に２回地元に御説

明させていただいております。できる限りのことはしてきましたが、周

知が至らないという部分があるとお聞きしておりますので、大変御迷惑

をおかけしております。今後できる限り、地元の皆さんに知っていただ

くように工夫していきたいと思っております。基本設計が決まって、ど

ういった施設になるか分かりましたら、大きな看板を地元に建てるとか、

費用の問題もあるんですが、そういったことも検討していきたいと思っ

ております。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、質疑はありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）そ
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れでは、審査事業の５番は終了いたします。それでは、予算書に入りま

す。７４、７５ページについて、シティセールス課に関わるところでお

願いいたします。令和５年度から月に１回の広報紙のことも含まれてお

ります。 

 

大井淳一朗委員 議会報告会で、広報紙が月１回になったことで、情報量が結

構詰まったということで、大変評判がよくないです。その一方で、自治

会長など、配るほうから言うと、１回になって助かるといういろいろな

意見があるんですが今、その辺の情報、御意見は把握した上で、どのよ

うに考えておられますか。今後の広報活動について。 

 

村田シティセールス課長 月１回になったということで、今のところ直接シテ

ィセールス課では苦情等は受けておりません。情報量は、限られた紙面

をなるべく工夫して、情報を増やしてお届けしたいと思っておりますし、

ＬＩＮＥをどんどん活用して、登録者数を増やしてＬＩＮＥでその分を

補完していきたいと思っております。 

 

伊場勇分科会長 ＬＩＮＥの情報発信はここに入るんですか。（「そうです」

と発言する者あり）ＬＩＮＥについては、今いろいろ情報発信をされて

いるでしょうけれども、令和６年度に向けて新たにリニューアルするだ

とか、その辺のいろいろな情報の集積があって、分析もされているかと

思うんですが、令和６年度に向けてどのようなものをされていくのか、

確認させてください。 

 

村田シティセールス課長 ＬＩＮＥにつきましては、大きくリニューアルとい

うことは考えておりません。ただ、来年度、利用されている方とかにア

ンケートを取って、不都合な点、いい点などを聞いて、また改善に向け

て取り組んでいきたいと考えております。それと、ＬＩＮＥの登録者数

についてなんですが、いろいろなところで分析していますが、まだ一番

登録者の高い層、３０代から４０代の女性になるんですが、その世代で
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もまだ３割という段階なので、まだ全体的に底上げしていく必要があり

ます。高齢者の皆さんとかにも登録していただくことももちろんしてい

くんですが、まだ全体的な底上げのＰＲを来年度もしていきたいと思っ

ております。 

 

伊場勇分科会長 デジタル推進課のところの質疑で、５，７００名ぐらいの登

録があると聞いておりますが、やっぱりあまり広報紙を見ないような若

い層へのアプローチはどのように考えていますか。若い年代で何割ぐら

い増やしたいとか、目標などあれば教えていただけますか。 

 

篠原協創部長 委員長が言われましたように、登録者数が５，７００人ぐらい

です。市全体の人口からすれば、一般的なＬＩＮＥの利用率９割超えの

割合からすると、まだまだ大変低い状況にあると。市の公式ＬＩＮＥと

いうことで、いろいろな情報を出しておるんですけど、ＬＩＮＥの情報

があってよかったなという情報を出していかないと、「登録だけしてく

ださい」では、目が行く公式ＬＩＮＥになりませんので、発信する側、

出す情報も生活に役立つ、あるいはイベント情報も含めて、「これは登

録しておかないといけないよね」という情報の内容、あるいはそのカテ

ゴリーももう一度見直す中で、その辺の底上げを図っていきたいと考え

ております。 

 

白井健一郎委員 今の話に関連して、予算審査資料の１番ですけど、デジタル

化推進の話がありました。サービスを受ける市民とサービスを送る側の

行政の利益が一致したところで折り合いがつけばいいんですけど、例え

ば、今の広報紙に関して、行政側は回数が少なければ、その分の経費も

削減できる。ただし、市民側からしたら…… 

 

伊場勇分科会長 転入された方とかにも積極的に―担当課と市民課で連携し

て進めているんですか。その辺いかがですか。 
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福田シティセールス課広報係長 転入の手続で窓口に来られたときに、ＬＩＮ

Ｅのチラシを渡していただくようにお願いしています。以上です。 

 

伊場勇分科会長 チラシを渡すだけじゃなくて、お得な情報が入りますのでと

いうことは人伝えに言うべきことだと思います。 

 

白井健一郎委員 先ほどから登録者の数を増やすと言っていますけど、現実に

人口の１割です。なぜ増やしたいのかと考えると、行政サービスの効率

化という観点から、ほかを減らしたいのかという話になるんですよ。ほ

かを残しつつ、ＬＩＮＥの宣伝をするなら分かるけれども、そこのとこ

ろが、行政サービスの非効率化という観点から、行政サービスがだんだ

ん下がってしまうということになるならば、むしろ登録者の数は増やさ

なくてもいいと思っちゃうんですよ。だから、両方ともするという姿勢

を常に持っていただきたいと思います。その辺どう思われますか。 

 

村田シティセールス課長 情報につきましては、人それぞれ、取る情報の手法

は違います。広報紙、ＬＩＮＥ、ホームページで取ったり、今は多岐に

わたっていますので、なるべく多くの人に、市政情報を届けたいという

ことで、ＬＩＮＥやインスタも導入しましたし、今のところ、できる限

りの情報をいろいろな手法で流していくと考えております。 

 

伊場勇分科会長 そのほかよろしいでしょうか。（「はい」と呼ぶ者あり）そ

れでは、７８から８９ぺージについて、企画費のシティセールス課の担

当する部分でお願いしたいと思います。 

 

大井淳一朗委員 昨年９月に決算委員会でも対象となりました、８１ページの

スマイルシティ・ライフ体験事業委託料ですが、委員から認知度が不十

分であるとか、お試し暮らしなど魅力を感じてもらう体験を確実に成果

につなげるよう努力を期待するとか、ターゲットを絞ってくれとか、他

市町の状況や事業研究すべきだとか、いろいろ意見があるわけですが、
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それを踏まえて、このスマイルシティ・ライフ体験事業を来年度に向け

て何か充実、工夫する予定のところを教えてください。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 スマイルシティ・ライフ体験

事業についての御質問ですが、まず今年度の成果としまして、移住定住

のインスタグラムが１，３０８人と県内第１位のフォロワーを獲得して

おります。また、お試し滞在の利用の補助金を令和４年度から始めまし

て、昨年度は３組４人でしたが、今年度、数多くの移住フェアや移住相

談を獲得した上で、今日現在１７組１９人のお試し滞在がございました。

直接、山陽小野田市現地に訪れて、宿泊をされ、市内の施設を体験され

たという実績がございます。また、移住フェアの相談対応としましては、

今年の１月に東京のビッグサイトで行われた移住フェア、ＪＯＩＮの移

住交流フェアにおきましては、２日間で１０６件、１２６人の移住相談

を獲得するなど、全国１００以上のブースの中でもトップ５に入る、移

住相談件数を獲得しております。これらの取組も移住支援員や委託業者、

それから市が一体となって取り組んだ成果だと考えております。来年度

につきましては、これらの取組を継続するとともに、市の主催のオンラ

インセミナーを１回追加しまして、合計３回オンラインセミナーを開き

まして、新たな移住検討者、移住者の獲得につなげてまいりたいと考え

ております。 

 

大井淳一朗委員 実は私も、オンラインセミナーに入ったことがあるんですが、

移住支援の方と山陽小野田市ではなくて、他の市に住んでいるプランナ

ーみたいな人が入っていた会を見ました。理想なのは、移住支援員のほ

かに山陽小野田市に実際に移住された方の体験談じゃないけど、山陽小

野田市に自分が住んでみたけどよかったよというものをどんどん発信し

ていくオンラインセミナーに変えていくべきだと思うんですが、現在の

状況とこれからの取組についてお答えください。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 大井委員が聴講されたのが、
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第１回のオンラインセミナーだと思います。第１回の際には、山陽小野

田市という名前はなかなか認知度がありませんので、山陽小野田市とい

うのを前面に出さず、あくまで地方暮らしのリアルを知っていただくと

いう形でオンラインセミナーを開催させていただきました。実際に参加

された方が４５名いらっしゃいました。第２回のオンラインセミナーを

昨年１１月２９日に開催したところ、このたびは３４名の参加がござい

まして、この際に内容を少し変えまして、実際に山陽小野田市で暮らし、

移住された方の登壇を行いました。ガラス作家の松尾さんに御登壇いた

だきまして、実際にお話をしていただきまして、その後、第１回に出て

いただいた登壇者と一緒にクロストークもして非常に盛り上がったとい

う状況がございます。来年度につきましても、実際に山陽小野田市に移

住された方なども御登壇していただいて、より山陽小野田市のＰＲをし

ていきたいなと考えております。以上です。 

 

大井淳一朗委員 最初に質問したスマイルシティ・ライフ体験なんですが、こ

の事業を取り入れるときに示された方針が、市内のホテルに泊まってそ

れを起点にやっていくということなんですが、一方では、ある市ではも

ちろん有効活用できる空き家に住んでもらって、実際に移住を体験しな

がらという、どっちがいいかという話になったんですが、市の方向とす

れば従来どおり市内のホテルということなんでしょうか。あるいは、そ

れをしてよかったのかということも含めてお願いします。 

 

道元シティセールス課課長補佐兼定住促進係長 現時点におきましては、来年

度につきましては引き続きビジネスホテルでの宿泊を継続したいと考え

ております。利用された方の皆さんにお話を伺ったり、報告書も出して

いただくんですけども、大変非常によかったというおおむね好評の意見

を頂いております。空き家につきましては、また今後生活安全課と協議

しまして、今後、実際に空き家を移住相談の中で見てみたりとか、内覧

をしたいという方も何人かいらっしゃいますので、生活安全課と連携し

まして、そうしたお試し暮らし等もできればなとは思いますが、現時点
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ではまだ研究中というところになっております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 企画費についてよろしいでしょうか。８０ページから８３ペ

ージの１０目地域振興費の中山間地域づくりの推進業務以外です。明日、

地域活性化室が担当しているので、それ以外のところで質問をお願いし

ます。 

 

大井淳一朗委員 サポート寄附が５０％ルールで、今苦戦を強いられているん

ですが、これは全国どこもそうなんですが、これから本市のこのふるさ

と納税に対して、どのように取り組んでいくか。例えば、料金をどう設

定するかとか、取組について考えさせられるとこなんですが、いかがで

すか。今後の方向性です。 

 

村田シティセールス課長 来年度の取組についてなんですが、まず、２億円を

目指した取組を行っていきたいと考えております。令和６年度の取組で

すが、来年度から、ふるさと納税の委託業者が新しくなり、ＡＮＡにな

ります。連携して増額の取組を行ってまいりたいと思っております。商

品開発につきましても、庁内でワーキンググループを設置して委託事業

者とか、両商工会議所と連携して、事業所訪問を強化していきたいと思

っております。それと、昨年１０月に総務省ルールの厳格化により、寄

附額を見直したんですが、今後、注文数などを確認して、戦略的に寄附

額を改定していきたいとも思っております。先ほど審査していただきま

したが、現地型ふるさと納税についても、ＱＲコード決裁方式を導入い

たしますので、ゴルフ場のみならず、飲食店なども設置していきたいと

思っております。そういった事業をどんどん進めていって、寄附額を増

やしていきたいと考えております。 

 

大井淳一朗委員 クラウドファンディングについては、協創によるまちづくり

提案事業補助金としてあります。もちろん、去年やられた実績もあって、

１００％成功したということなんです。クラウドファンディングのほか
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にも可能性としてあると思うんですが、これについてはいかがですか。 

 

村田シティセールス課長 クラウドファンディングにつきましては、昨年度実

施された事業者も来年度また同様に継続してやっていきたいというお話

も聞いておりますし、３月なんですが、事前相談も受けております。今

のところまだ相談はないんですが、電話等で幾つかの団体から参加した

いというお話も受けておりますので、そういった団体につきまして、ク

ラウドファンディングができるように私たちとしても支援していきたい

と思っております。 

 

大井淳一朗委員 昨年はうまくいきましたが、他市を見ると、目標額に届かな

かったりしました。この場合のリスクも考えられるんですが、本市はど

のようになっていますか。 

 

村田シティセールス課長 昨年度は達成率１００％です。 

 

大井淳一朗委員 他市では目標額に行かなかった分どうするかという話があっ

たりしました。本市は、今年度はうまくいきましたけれども、来年度に

絶対うまくいくとは限らない。もし、目標額にいかなかった場合、事業

はどうなるのか、市が何か負担するのか、それらのリスクについてお答

えいただければと思います。 

 

村田シティセールス課長 市が負担することはございません。募集する団体の

要件といたしまして、寄附額が集まらなくても、全部を実施するか、も

しくは規模を縮小して実施してくださいということを要件にしておりま

すので、ある程度資金力のある団体が応募されてこられると考えており

ます。 

 

白井健一郎委員 今のクラウドファンディングの話ですけど、昨年度は確かに

成功しましたが、市としては何らかの形でそれを支援したんでしょうか。 
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村田シティセールス課長 「協創によるまちづくり」とうたっていますので、

私たちも事業者が行うクラウドファンディングの説明会に出向いて一緒

に説明いたしましたし、チラシをつくって配り、ＰＲのお手伝いもして

おります。 

 

伊場勇分科会長 Ａスクエアが４月１日からスタートしまして、いろいろな企

業、機関が入って化学変化が起こる中で、先ほど、移住とか創業とかも

ありましたが、商工会議所が入ります。また、学生に対してのシティセ

ールスとか、いろいろな要素を入れ込めば入れ込むほど充実する施設だ

と思うんですが、シティセールス課はどのように関わっていかれるんで

すか。そこはすごく重要な観点だと思います。 

 

篠原協創部長 ４月から開始されますＡスクエアにおきましては、シティセー

ルス課が直接何らかのことをすることはないんですけど、御承知のとお

り、市民活動センターという施設もありますので、そこで活動される市

民団体の皆様、あるいは市民活動に興味のある方々、勉強の機会、セミ

ナーとか、団体同士をつなげるようなコーディネート等もやってまいり

ます。それに絡めて山陽小野田市をアピールしていく。加えまして、ス

マイルプランナー等々の連携とかも一緒に図っていけたらなと思います

ので、シビックプライドを含めてシティセールス課もそこで絡めていく

ような取組になろうかと考えております。 

 

伊場勇分科会長 よその市では、観光協会とかがしっかりと事務所を持って、

窓口を広げています。その町に行くと、そこに僕も寄ったりするんです

よ。例えば、事務所を持っていたわけじゃなくて、Ａスクエアの市民活

動センターになるのか、支所になるかもしれませんし、公園通出張所に

なるかもしれませんし、分かりません。そういうところは人がたくさん

入る、いろいろな業種の方が来る、そこにもシティセールスの要素が必

要になってくるんだろうなと思います。もし、なければもったいないな
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と思っているんですけども、まだ具体的な取組がない感じでいいんです

か。 

 

篠原協創部長 ４月からの具体的なそういった取組は、まだ提示はないんです

けど、大きく言えば、産官学金労の輪の中で、取り組めるところ、絡め

られるところはどんどんやっていきたいと考えております。 

 

伊場勇分科会長 地域振興費のところは終わって、次に行きます。次に、２２

０ページから２２４ページの観光宣伝費について、シティセールス課が

頑張るところです。質問いかがでしょうか。 

 

大井淳一朗委員 今はあまりはやらないかもしれませんが、以前、観光地を映

画のロケ地とか、音楽のＰＶ、実際にアイドルユニットがきららビーチ

に来たことがありますので、ロケ地として発信する方向性について―

宇部市も、名前は言いませんが、すごく有名な映画やりましたよね。そ

ういうアプローチでシティセールスをしていくべきだと思うんですが、

現状はいかがですか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 委員の御質問についてですが、現在こち

らからのアプローチといったものはございません。ただ、県を通じて、

ロケ地としての御提案を頂く機会がありまして、昨年になろうかと思い

ますけど、山手倶楽部にスポットが当たり、一度映画監督をお呼びして

そちらの現地を見ていただいたという実績がございます。残念ながらロ

ケ地として選ばれることはございませんでしたが、そういう機会があれ

ば、こちらも積極的にＰＲを行っていきたいと思っております。以上で

す。 

 

 

大井淳一朗委員 山口県のフィルムコミッションのホームページ見ると、結

構市内のロケ地候補が並んでいて、山陽小野田市も当時は結構あった
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んですが、今どんな状況ですか。登録とかされていますか。 

 

伊場勇分科会長 フィルムコミッションの今の状況はいかがでしょうか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 現在のところ行っておりません。 

 

伊場勇分科会長 それを行ってない理由は何かあるんですか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 サイト上にということですか。 

 

伊場勇分科会長 そうです。 

 

大井淳一朗委員 最近見てはいないんですけども、何年か前に山口県のフィル

ムコミッションのホームページを見ると、市町村別に県内の映画のロケ

地にふさわしいものをピックアップしているんですよね。それを見て映

画会社とかＣＭとかＰＶを撮る会社がアプローチをしていく形なんです

が、山陽小野田市の欄も幾つかあったんですよ。それがないのはちょっ

と寂しいなと思うんですが、現状が分からないので。今もうないかもし

れないんだけど…… 

 

伊場勇分科会長 今は竜王山公園、きららビーチ焼野が出ています。 

 

大井淳一朗委員 一応あるみたいですね、県のホームページのフィルムコミッ

ションです。山口県のフィルムコミッションに載っているんですけれど

も、やはり山陽小野田市からも積極的にアピールしていくことも考えて

いかなきゃいけないと思うんですが、当時シティセールスという概念が

なかったから。今はもうありますから、そういうアプローチも考えては

どうかと思うんですが、いかがでしょうか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 県から依頼があった場合は積極的にＰＲ



 93 

であったり、手挙げをしたいと考えていますが、私が来てからはそうい

った依頼がなかったもので「ありません」と御回答させていただきまし

た。申し訳ございません。今後につきましては、私自身も市をもっとＰ

Ｒしていきたいと考えておりますので、積極的にＰＲできるように、県

を通じて呼びかけていきたいと思っております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、観光宣伝費で質疑のある方はいらっしゃいません

か。パンフレット作成業務委託料の内容は何でしょうか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 こちらにつきましては、令和５年度にゴ

ルフ場を６場並べたパンフレットを、北部九州を中心にＰＲするための

媒体をつくっております。令和６年度は、翻訳版として、当然ゴルフな

ので、韓国は外せないということで韓国語版、そしてもう一つ、インバ

ウンドに向けてどこにでもＰＲできる媒体として英語版の２か国語版を

作成します。翻訳に加えて、国外に向けてＰＲする場合は、パンフレッ

トの中にエチケット的な部分も追記が必要になりますので、このたびつ

くったものにそういったインバウンド版で使えるように、少し加工を加

えて、ＰＲできる媒体をつくっていきたいと思っております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 どのように配られるんですか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 インバウンド版のパンフレットにつきま

しては、ゴルフ場はもちろんのこと、宿泊施設にも配布したいと思って

います。そして、一番の目的としましては、今年度も２回ほどインバウ

ンド向けの商談会に私が参加しております。これからどんどんそういう

商談の場も増えてくるかと思われますので、そういったところで積極的

に活用していきたいと考えております。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 このパンフレットは、それぞれ何部つくる予定なんです

か。 
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渋谷シティセールス課観光振興係長 令和６年度の作成部数は各２，０００部

としております。以上です。 

 

大井淳一朗委員 ゴルフによるまちづくりは最近注目というか、積極的にやっ

ているんですが、これはもともと中学生議会でゴルフによるまちづくり

ということで提案があって、それを受けてのパンフレットなんですが、

そのときの中学生は、パンフレットをつくってほしいというよりかは、

もうちょっとゴルフを前面に押し出して、小さい頃から大きくなるまで

ゴルフを通じて活躍できる場面が欲しいといったソフト面に着目したも

のだと思うんです。パンフレットをつくることは大事だと思うし、きっ

かけづくりとして必要だと思うんですが、それだけではゴルフによるま

ちづくりでとしては不十分ではないかと思います。発信面でほかのこと

も考えてはいかがですか。 

 

渋谷シティセールス課観光振興係長 委員の御指摘のとおりですが、令和５年

度の当初予算のときにも御説明させていただきましたように、令和４年

１１月から各ゴルフ場と、山陽小野田市のゴルフ協会の会長にヒアリン

グを行う中で、まずは最初の取組として、今回パンフレットの作成を行

っております。そして、令和６年度はインバウンドに目を向けて翻訳版

ということで、今後、事業者との協議を繰り返す中で、別の事業につい

ても検討していきたいと考えております。以上です。 

 

篠原協創部長 大井委員からもありましたように、観光の面とソフト面、市民

の方、小中学生のゴルフのスポーツとしての捉え方というのもあろうと

思います。これは文化スポーツ推進課の所管にはなりますが、今年度、

男子プロゴルファーの細野勇策選手もシード権獲得ということで、市長

に表敬訪問にも来られました。また、今年度、令和６年度の活躍が期待

されるところでありますが、細野選手を招いて、ゴルフに特化したとい

うことではないんですが、プロ選手の考え方の教室とかも開けたらなと。
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勝手にまだ思っている段階ではありますけど、そういったことも絡めな

がら、大井委員の御指摘もしっかり受け止めて対応したいと思います。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、御質問はよろしいですか。（「なし」と呼ぶ者あ

り）質問がないということなので、審査番号６番については終わりたい

と思います。それでは暫時休憩といたします。 

 

午後４時２３分 休憩 

 

午後４時４０分 再開 

 

伊場勇分科会長 それでは休憩を解きまして分科会を再開いたします。審査番

号７番の中で審査事業がございますのでそちらから入りたいと思います。

審査事業７、市民活動センター推進事業について、資料の説明を執行部

からお願いいたします。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 審査事業７番、市民活動センター推進事

業について説明します。予算審査資料の３０ページをお開きください。

事務事業名は、「市民活動センター推進事業」で、事業概要は、ＬＡＢ

Ｖ事業による新施設「Ａスクエア」に、地域課題解決に主体的に取り組

む市民活動団体を支援するための拠点として「山陽小野田市民活動セン

ター」を新設し、その運営を行うものです。施設名称は、山陽小野田市

民活動センター、位置は、山陽小野田市中央二丁目３番１号、ＬＡＢＶ

事業による新施設「Ａスクエア」内でございます。施設内容は、ここに

記載しておりますとおり、交流ホール、会議室（１～５）、作業スペー

ス、ＰＣカウンター、ロッカー等です。供用開始日は令和６年４月１日

を目標に現在も進めているところです。施設管理・運営は、民間活力を

導入し、民間事業者のノウハウ等を運営に反映させることにより、市民

活動センターの機能が効果的に発揮できるよう、１２月議会で可決して

いただきましたとおり、指定管理者、アクティオ株式会社にお願いする
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こととしています。この事業は、総合計画中期基本計画の重点施策１「地

域を創る」の新たな地域づくりに位置づけています。活動指標は、市民

活動センターを設置することとし、成果指標は、市民活動を促進してい

く指標として、市民活動団体登録団体数を４０団体としています。事業

の妥当性・有効性・効率性の評価点は、３９点です。事業の内容及び予

算につきましては、資料３２ページをお開きください。市民活動センタ

ーの事業は、６月議会での市民活動センター条例の制定及び１２月議会

での指定管理者の決定等で説明させていただいておりますとおりですが、

中段にありますように、情報発信の業務、人材育成の業務、相談・支援

の業務、施設提供の業務、連携・協創を推進する業務を、つながりをも

って事業展開し、好循環を生み出していくことにより、市民活動の促進

を図るものであります。予算について説明させていただきます。同ペー

ジの下段の表を御覧ください。指定管理者への委託料は、令和５年１２

月議会に議決を頂きました令和５年度山陽小野田市一般会計補正予算

（第８回）の債務負担行為補正、市民活動センター指定管理料１億９，

４７８万８，０００円の内の令和６年度分３，８９５万７，６００円と

しています。使用料及び賃借料は、昨日、可決されました令和５年度第

１１回一般会計補正予算の債務負担行為補正、ＬＡＢＶプロジェクト民

間施設賃借料の内の令和６年度市民活動センター部分の賃借料となりま

す。資料３３ページ、３４ページをご覧ください。３３ページの図面の

赤枠部分が、一階の市民活動センター部分、３４ページが二階の市民活

動センターの部分で、総面積１９９．１７坪となっております。３２ペ

ージにお戻りください。この面積に家賃、坪単価１０，４００円と共益

費６５０円を乗じた額が、１か月当たりの家賃・共益費で２４２万９６

８円です。それに１２か月を乗じた額が予算額で、２,９０５万１，６１

６円としています。備品購入費は、運営していく中で、必要とされる備

品購入費として５０万円、消耗品費・通信運搬費は、市民活動センター

を周知等の費用として１２万１，０００円とし、総事業費６，８６３万

１，０００円を計上しています。説明は以上です。御審査のほどお願い

します。 



 97 

 

伊場勇分科会長 説明が終わりましたので、委員からの質疑を求めます。 

 

大井淳一朗委員 市のホームページにも、市民活動支援センターで登録団体が

三十何団体かあるんですけれども、この市民活動センターを使えるのは

この登録団体に限るという理解でしょうか。会議室等ですね。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 団体に登録せずとも、基本的にはどなた

でも利用できます。ただし、選挙に関わるもの、宗教に関わるものは一

部制限がございます。以上です。 

 

大井淳一朗委員 分かりました。登録されてなくても使えるとしますと、今後

これを運営していく中で、アクティオ株式会社が一生懸命やられている

と思うし、指定管理で運営していくんですけれども、問題は貸館の業務

を超えてはいけないと思うんですよね。貸館業務ではなくて、この３２

ページにあるように、これだけのものをやっていくためには、もうちょ

っと骨が要るなと。実際に市役所内に市民活動支援センターがあっても

なかなか機能できてないという問題点があるんですが、ここに来てアク

ティオ株式会社に協力してもらいながら、市民活動センターを発展的に

していくためにはどのように展開していくんでしょうか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 先ほど説明させていただきました３２ペ

ージの左側中段部分の機能をしっかり行っていただく、これこそが市民

活動の促進になると考えております。アクティオ株式会社におかれまし

ては、全国的にこのような指定管理を受けておられますので、そのノウ

ハウをしっかり生かしていただきたいと考えておりますし、また山陽小

野田市におきましては、サッカー交流公園の指定管理も受けておられま

す。そのこともしっかり生かしながら、また私どもといたしましても、

アクティオ株式会社に全てお任せするということではなくして、伴走し

ながら、この市民活動の促進を図っていくことができればと考えており
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ます。以上です。 

 

大井淳一朗委員 ３３ページに市民活動センターの施設概要があります。この

事務室にアクティオ株式会社が入って事業展開されると思うんですけれ

ども、交流ホールとか会議室がそれぞれあります。イメージとして、こ

の市民活動センターが―この図を見ながらですが、この図に照らして、

どのように活動していくのかなというのが見えてこないんですよね。い

かがですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 この市民活動センターの主な機能といい

ますか、中心的な役割を担うのは、左上の事務室、そして交流ホールが

メインになってこようと考えております。この交流ホールにつきまして

は、特に申請、予約等が必要なく、様々な方がいろいろつながり歓談し、

市民活動の促進につなげていくことができればと思っております。具体

的なところで言いますとパソコン等も設置して、市民活動に係る資料の

作成、あるいは、コピー機、印刷機等も設置いたしまして、その資料を

つくるという作業のように市民活動の作業ができるようなスペースとし

て利用していただくことになろうかと考えております。その他会議室に

つきましては、市民活動団体等が大きなイベント、総会とか研修会とか

そういったことを目的に使用するケースが一つと、あと旧小野田商工セ

ンター、そして現中央福祉センターの会議室の機能も、ここでは含んで

おりますので、それらの団体の利用についてもしっかりと使っていただ

きたいと考えております。以上です。 

 

大井淳一朗委員 私が以前、他市を視察したときはこの交流ホールの部分に当

たると思うんですが、市内の市民活動団体の活動報告とか、あるいはコ

ピー機とかがありました。コピー機でそのときに印象に残ったのは、大

体Ａ４までしかコピーできないんですけども、そこはＡ３、あと伸び印

刷といいまして、長い垂れ幕みたいに全部印刷できる結構いいコピー機

を入れていて、充実していた覚えがあります。そういったものも想定さ
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れていると思うんですが、いかがですか。まずこれを聞きたいと思いま

す。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 それらの備品購入につきましても今調整

中でございます。具体的には、ポスター等が印刷できるようなものも、

現在検討しているところでございます。以上です。 

 

大井淳一朗委員 それで３０ページの活動指標を見ますと、４０団体、５０団

体、６０団体と増やしていくんですが、今までの答弁を聞くと、僕は会

議室をこの登録団体しか使えないというのはまずいと思っているんです

が、ただその一方で、登録しなくても、しなくても同じということにな

る。そういう意見もあると思うんですよね。この市民活動センターに登

録するメリットですよね。これをやっぱりどんどん発信していかないと

これは伸びていかないと思うんですが、いかがですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 市民活動センターに登録しているメリッ

トでございますが、まず施設の関係で申し上げますと、この登録をして

いただく団体は使用料が２分の１に減額されます。それから、３２ぺー

ジの資料にありますとおり、市民活動に関する情報収集提供というとこ

ろで、登録していただいた団体におきましては、今もホームページでア

ップしておりますが、どのような活動をしているのかとかいうことをし

っかり市内外に周知し、ＰＲを市民活動センターがしていきたいと考え

ております。そういったＰＲをする中で、団体等に関心を持っていただ

いた方等が、市民活動センターが中間支援機能といいますか、つなぎ役

となりまして、人材育成をしたり研修業務を提供したり、あるいは、そ

この関心のある方について、どのような活動をしていったらいいのかと

いう相談を受け、その団体とつないでいくというような取組も行ってい

きたいと思っております。また、この五つ目の連携協創というところで

すけれども、市民活動団体そのものも、やはり思いがあっても活動の場

がなければ、なかなか盛り上がらないといいますか、持続可能な活動に
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つながっていかないと考えております。ついては、様々な団体、あるい

は企業等と連携をしながら、その活動の場というものを市民活動センタ

ーが提供、提案していくような形ができればと考えております。その辺

が、市民活動団体が登録をされるメリットになってくるのかと考えてお

ります。 

 

森山喜久副分科会長 先ほど使用料の話があったんですけど、使用料の前に、

会議室の予約方法は現地に行くとか、メールや電話以外というのはある

んですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 会議室の予約方法につきましては、基本

的に行政財産となりますので、申請書を御提出いただき、そして、使用

料を納付していただいて、その段階で許可を出すという一般的な流れに

なります。ただ、この辺の利便性を向上していかないといけないとは思

っておりますが、現段階ではそのような形になっております。以上です。 

 

森山喜久副分科会長 先ほどあったように、サッカー交流公園の使用とか、体

育館の使用とか、そういったほかの施設でも、やっぱり会議室の予約は

現地に来てやってくださいという話が第一義的にあります。例えば、一

般的に平日働いている人間はなかなか行けない状況の中で、代理の人に

行ってもらうと、デジタル化を進める上でいったら、ネットの予約シス

テムをやはり入れていくべきかなと思っています。ただ、今言われたよ

うに、金銭の納付もあるんでしょう。今答えられる範囲で今後の計画が

あれば教えてもらいたいんですけど、どうでしょうか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 副会長がおっしゃるとおり、使用を希望

される方々に御不便をおかけしている面は重々承知しております。この

辺については、まだ具体的な検討といいますか研究段階でございます。

これは市民活動センターだけではなくして、私どもの所管であります地

域交流センター、あるいは、サッカー交流公園、文化会館等々も全てが
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対象となろうと思いますが、今後その利便性が高まるようなやり方、手

法をしっかり研究していきたいと考えております。 

 

篠原協創部長 使用料、手数料の徴収条例の改正等々も必要になってきますの

で、全庁的な取組が必要なのかなと考えて、デジタルを入れることによ

っての先ほどの申請、納付、許可という順番が変わってくるというとこ

ろもありますので、これは全庁的な検討が必要と考えております。 

 

伊場勇分科会長 市の施設は使いにくいと言われているところは、ぜひ研究し

ていただくべきだと思います。 

 

森山喜久副分科会長 今、部長が言われたように、使用料の関係で、例えば先

ほど言われた減免が２分の１の減免なのか、全額減免なのかという判断、

そういった基準もインターネットの申請段階ではなかなか難しいという

ふうな話もあるでしょうから、それはまた今後、研究、検討していただ

きたいと思っています。先ほど大井委員の指摘もありましたように、貸

館業務に従事するだけならちょっと困るという話もある中で、実際、今、

市民活動センターでどれぐらいの人員が実際に配置される予定なのか、

それを聞いても大丈夫でしょうか。 

 

竹森市民活動推進課市民活動係長 常にいるわけではないですが、体制として

は、まずセンター長が１名、副センター長が１名、スタッフ５名、コミ

ュニケーターが２名で、１日を４名から５名の職員で回すという想定に

なっております。 

 

森山喜久副分科会長 １日４名から５名で、朝の９時から夜の９時までやって

いくという体制だと理解してよろしいですかね。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 御指摘のとおりでございます。 
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森山喜久副分科会長 なお、センター長以下コミュニケーターも含めた中で、

市内で新規雇用されたという状況はあり得そうですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 指定管理者が実際に直接募集をされてお

られますので、採用された方がどこの住所であるとか、そういったこと

までは把握しておりません。ただ、把握している限り、市内の方を優先

的に採用していると聞いております。 

 

伊場勇分科会長 そうですね。市のことが分からない方がいるのであれば、な

かなか不都合が起こることもあるでしょうし、時間がかかってしまうこ

ともあるかもしれませんね。 

 

白井健一郎委員 初めに、選挙や宗教に係るものには利用制限があると聞いた

んですけど、その点について、利用制限がどう関わっているのかどうな

のか。全般的に教えてください。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 利用制限につきましては、一般的な公共

施設と同様でございます。選挙活動につきましては公職選挙法に基づく

ような公共的な施設の利用に基づいてということになりますし、宗教で

あるならば、宗教的活動については、具体的に布教活動になりますけれ

ども、これについては憲法の何条か忘れましたけれども、宗教的活動は

公の財産を使ってはならないとなっておりますので、これらに基づいて、

利用制限があるというところでございます。 

 

白井健一郎委員 ちょっと今のは直感的に納得がいかない。まず、選挙のとき、

例えば、選挙期間でなくても、市政報告会だとか例えば立会演説会とか

しますよね。そういうのは利用できないということですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 選挙活動と政治活動は違います。今、白

井委員がおっしゃったところにつきましては、市政報告会とか、県会議
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員、国会議員であれば国政とか県政の報告になります。これは政治活動

でございます。政治活動は利用できます。 

 

白井健一郎委員 選挙活動はできないということですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 選挙活動につきましては、選挙管理委員

会が許可したものについては利用できるとなっております。皆さんよく

御存じだと思いますが、地域交流センター等との利用と全く同じ考え方

でございます。 

 

白井健一郎委員 あと宗教のほうも確認しないと分からないんですけど、今手

元に憲法の条文がないので分からないんですが、宗教的活動、直感的に、

なぜ宗教がそんなに活動が制限されるというのが分からないんです。例

えば、国が、宗教の活動に関与するとなったらまずいですし、宗教活動

に対して国が支援するとなったらまずいのは分かりますけど、場所の利

用だけだったら別段問題はないと思うんです。これはもう間違いないこ

となんでしょうか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 これは市民活動センターだけではなくて、

市内の他の施設も同様ですし、全国的にもそういう制限がかかっており

ます。以上です。 

 

白井健一郎委員 伺いたいのが、地域活動を解決する活動を支援、促進とあり

ます。ただ、市民活動は地域活動を解決するためという、そんな大仰な

ものがあるでしょうか。まず聞きたいんですよね。できれば副市長に伺

いたいんですけれども、行政目的は何でもかんでも地域活動の解決のた

めという言葉がついて、何か負担を感じてしまうというか、何か解決し

ないといけないのか、何か地域に困り事があって、それを解決しなくち

ゃいけないのかと思うんです。それで、市民活動センターというのは、

市のホームページにも載っていますけれども、成立過程において、地域
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交流センターとの使い分けにおいて、地域交流センターは地域課題を解

決するため、市民活動センターは志縁的活動というんですか、志のほう

の支援的活動という使い分けも書いてあったと思うんですけれども、そ

の点どうお考えでしょうか。 

 

古川副市長 白井委員は、市民活動支援センターと地域交流センターの兼ね合

いを申されたんだろうと思います。地域交流センターは、今から進めて

いこうとしておりますＲＭＯの拠点ということで、各地域でその地域の

課題、先ほど申されましたが、地域ごとにいろいろな課題があると思い

ます。それを地区のＲＭＯで解決していく拠点といいますか、一番の基

になる場所が地域交流センターだと理解しております。そうした中で、

市民活動支援センターは、いろいろなＮＰＯ、いろいろな団体がどうい

う形で山陽小野田市をよくしていこうという全市的な取組もできますし、

また、個別のＮＰＯの方が使われてもいい拠点になるということで、今、

白井委員はいみじくもＲＭＯのことを言われたと思うんですが、市民活

動支援センターは、大きく全市的な活動もできますし、個別なＮＰＯが

立ち上がるときの支援の場にもなろうかと考えます。 

 

白井健一郎委員 最後に、市民活動センターの成果として、先ほどから挙がっ

ているように登録団体数で判断していますが、例えば、会議室の利用者、

利用率、例えば、大体どのぐらいを目標としていて設定しているんでし

ょう。それで、私が言いたいのは、開館時間が９時から２１時まで、休

館日がもう年末年始だけという本当に使いやすい設定だと思うんですよ

ね。ですから、ただ、がらんどうでは本当に中身も伴っていないので、

大体利用率としてどの辺を考えているのかという大体の目安を教えてく

ださい。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 稼働率というのは、なかなか出すのは難

しいと思っております。先ほど申し上げましたように、この市民活動セ

ンターは、市民活動団体の促進という面と旧小野田商工センター、それ
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から現中央福祉センターの貸館機能を含んでおるところがありまして、

なお一層数字を出すのが難しいと思っております。ただ、目標として今

私どもが思っておりますのが、非常に利用が多く、稼働率の高い厚狭地

域交流センターが約２０％でございます。２０％といいますと低いなと

思われるかもしれませんが、今時間単位で貸出ししておりますので、台

帳を見ても、ほぼほぼいっぱいのようなイメージになります。これを一

つの目安として、市民活動センターも２０％程度の稼働率ということが

できればと思っております。 

 

岡山明委員 使用料金です。今回の登録団体と普通の何もない方も使用できる

という話で、格差はないですか。登録団体と一般、例えば、ここは大学

の学生寮ということで、学生が会議で使う状況のときに、登録団体と団

体に入ってない個人が使いたいという状況の中で、料金に格差があるか

どうか、その辺を把握したいんです。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 市民活動団体につきましては、市民活動

センター条例に定めておりますように、公益的な活動をする団体と規定

しております。公益的な活動をする団体については一定の支援があって

しかるべきだと考え、２分の１の減額としております。それ以外の私事

といいますか、特にそういった目的のないような使用については、一般

的な利用でお願いをしようと思っておりますけれども、そこでの不公平

さはないと考えております。 

 

岡山明委員 利用者に関しては登録団体であろうと、登録していない団体が申

し込まれても、使うときに支援のための減額はある。だから、登録団体

が使うメリットというのはないということですよね。登録団体と飛び込

みの団体が来られて使ったときに料金に違いはないという状況でいいん

ですか。 

 

伊場勇分科会長 登録団体のメリットと、貸館についての割引等々については、
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もう一度説明してください。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 一般の利用は、通常の料金、受益者負担

の原則に基づいて一般の料金を納めていただき、その上で利用していた

だくことになります。ただ、市民活動団体は、公益的な活動をされると

いうことで一定の支援を行いたいというところから２分の１の減額とい

うことで考えております。 

 

岡山明委員 登録団体は減額されるという状況でいいですか。見た限りは、理

科大の学生に関する項目がない。そういう状況で新入学生が会議室を使

ったときに、それは対象外ということで、減額はありませんという状況

ですよね。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 利用の目的が公益的な活動であって、３

人以上のグループであるならば、ぜひともその市民活動団体として登録

していただきたいと思っております。その上で、２分の１の減額を受け

ていただければと思っております。また、先ほど学生というお話があり

ました。学生が二、三人でいろいろ話をしたいと急に来られてというと

ころについては、先ほどの図面で言いますと１階の交流ホールがござい

ます。ここは使用料等が必要なく、山陽小野田市のまちづくりとか地域

づくりとか、あるいは大学のことでも何でも結構です。そういった形で

利用できますので、そこの場所を御利用いただければと思います。以上

です。 

 

岡山明委員 交流ホールを学生は使えと。学生が無料で使えるという場所もあ

るということですよね。３３ページ、３４ページにあるんだけど、会議

室２、３、あと大きい会議室Ａ、Ｂとか、この辺に関しては飛び込みの

学生は定額の料金という状況にありますよね。 

 

伊場勇分科会長 １７時１５分を過ぎますが、この事業については進めさせて
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いただきます。この事業で今日は終わりにしたいと思っております。そ

のまま続行します。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 目的によって変わってきますが、急に部

屋を貸してくれというのは基本的にはできません。原則１週間前までに

申請していただかないと利用の申請、許可はできませんし、目的が公益

的な活動でなければ、通常の料金です。 

 

岡山明委員 もう一つ確認したいんですけど、この申込者が市外のメンバーで

あると。今後市外の団体が登録者になると、これは公益もあるんでしょ

うけど、市外ということで、同じような減免措置は取れないという状況

ですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 条例で定めておりますが、市外の方が利

用される場合は、使用料の１．５倍分を納付していただき、利用可とい

うことになります。以上です。 

 

大井淳一朗委員 その関連で市民活動団体ですよね。これは市外の方等も登録

したらもう２分の１になっちゃいますよね。今度は逆に。これは条例上

どうなっていますかね。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 これは市外の方というところであっても、

市内での活動ということが原則となりますので、失礼しました。市民活

動そのものが、市民、公共的団体、事業者等が自発的に主体的に行う公

益的な活動ということになりますので、基本は市民の方ということにな

りますけれども、市外の方が、その団体の一部入っておられても、市内

で活動をしておられる団体であれば、この市民活動団体として登録し、

２分の１ということになろうかと思います。 

 

大井淳一朗委員 別に市外でもちゃんと目的に沿っていればというのは分かる
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んですけれども、その公益性の判断です。この辺は登録団体でこれまで

もやってこられたと思うんですが、その辺はどのようにされていますか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 まずは専ら営利な活動でないというとこ

ろが一つ、先ほど来からありますけれども、政治的な活動でないという

政治上の主義を推進し指示して、これに特別何か反対するような政治的

な団体でないということ、それから宗教団体でないというところ、これ

らの要素を加えたものが市民活動団体、そして、公益的な活動と言える

と判断しております。以上です。 

 

大井淳一朗委員 その基準は分かりました。その判断はアクティオ株式会社で

はなくて、あくまでも登録の申請を受けたときに市民活動推進課が判断

しているということですね。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 登録については指定管理者ができるもの

ではないと考えておりますので、市が行う前提で調整をしておるところ

でございます。 

 

白井健一郎委員 軽い話題なんですけど、会議室４の前ですね、これは芝生で

したか。これは利用可能ですか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 利用可能だと聞いておりますが、市民活

動センターの所管外なので、はっきりした回答はできません。 

 

岡山明委員 細かいことを聞いて申し訳ないんですけど、施設の中で、学生寮

もあります。６６名という所帯を抱えています。そういう方々が、例え

ば今回新しく学生が入ってくると。新入学生で歓迎会をしようとしたと

きに、この施設の中での飲食が可能かどうか、それだけ最後に確認した

いです。 
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伊場勇分科会長 市民活動センターに関わる会議室、そして交流ホールについ

ての飲食についてです。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 会議室での飲食は可としております。以

上です。 

 

伊場勇分科会長 この成果指標のところで、３０ページで４０団体というとこ

ろを挙げていただいておりますが、市民活動推進センター、今ある現状

の団体数がホームページを見ると４０団体あります。そのまま移行すれ

ば、これも成果指標がクリアできるのかなと思って指標として、この数

字はどうなのかなと思いますが、そういう点について、４０団体にした

理由を教えてください。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 今年度に入りまして、３団体増えていた

ものですから、すみません。それをまた増やしていかないといけないと

考えております。 

 

伊場勇分科会長 ３名以上の団体というのは、拝見した以上にたくさんあると

思いますが、市はどこまで把握されているんでしょうか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 私どもが把握しているものは、基本的に

はここに登録しておられる団体となります。 

 

伊場勇分科会長 ４０団体以上、その２倍、３倍はあるかなと思うんですよね。

指標にしては少し少なく、目標としてはふさわしくないという印象を受

けるわけでございます。その辺についてもアクティオ株式会社に対して

も、４０団体じゃなくて、しっかりといろいろ情報交換しながら進めて

いかれるんですが、登録団体が一つの指標になると思うんですよ。その

辺についてはどうお考えですか。 
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河上協創部次長兼市民活動推進課長 指標については、現状を考えますと改め

る必要があると、増やしていく必要があると思っています。また、市民

活動団体の登録数、登録していない団体の情報につきましても、この市

民活動センターがそこを発掘といいますか、調査していくという取組も

行っていただきたいという話をしておりますので、今後、地域交流セン

ター、あるいはいろいろな既存の市民活動団体等の情報を得ながら、登

録団体の情報も収集していきたいと思っておりますし、団体数も増やし

ていくことができればと考えております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 アクティオ株式会社はいろいろなところの地域交流センター

的なところにも指定管理で入られて、ノウハウ等も分かっていると思う

んですけども、市の現状をちゃんと伝えたり、御存じのところがあるか

と思いますので、それについてはどういうアプローチをするかが大事な

のと、あと、登録団体にしっかり情報を伝えなきゃいけないと思うんで

すよ。補助金とか、そういう財団なんかの施策とかは物すごい数ありま

して、それを精査してその団体にふさわしいものを送っていくというと

ころについては、この市民活動センターの一つの大きな役割でもあるか

なと思うんですけども、その辺はアクティオ株式会社とどのように話し

ておりますか。 

 

河上協創部次長兼市民活動推進課長 まず補助金につきましては、会長がおっ

しゃるように、国や県以外の財団法人等を含めて様々な支援制度がござ

います。ここにつきましては、指定管理者にしっかり調べるようにとい

うことで話をしておりますし、現在山口県民活動センター、あるいは他

市の市民活動センターがつかんでいる情報等も入手させていただいて、

それをまた市民活動団体として登録している団体に対して提供していき

たいと考えております。 

 

伊場勇分科会長 ＲＭＯが令和６年度から始まるということで、こちらも登録

団体として受け入れられるものなのかどうかを確認させてください。 
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河上協創部次長兼市民活動推進課長 以前にもお話をさせていただいたとおり、

市民活動センターのメインターゲットといいますか、メインに支援して

いく団体については、志縁型コミュニティ、地縁型コミュニティについ

ては地域交流センターがメインとなって支援をしていくという体制とし

ております。したがいまして、ＲＭＯにつきましては、地域のつながり

で組織されるものでありますので、地域交流センターがメインとして支

援していきます。とはいえ、きちんとした線引きをするつもりもありま

せんし、双方が連携しながら、それぞれの団体に対して支援をしていく

必要があると考えておりますので、当然、市民活動センターとしまして、

ＲＭＯが市民活動団体として登録するということであれば、しっかり受

け止めまして、また、先ほどの補助金制度等の情報も提供していきたい

と考えております。以上です。 

 

伊場勇分科会長 そのほか、質疑はありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）質

疑がないということで、審査事業７番、市民活動センター推進事業につ

いては終わりたいと思います。本日の分科会の審査については、審査番

号７番の途中ではございますが、明日に回したいと思います。明日は、

審査事業８番、９番から、予算書のほうに移らせていただきたいと思い

ますが、明日９時からは、審査番号４番の地域活性化室、パスポートセ

ンターのところに入らせていただきます。その後に、また市民活動推進

課のところに移りたいと思います。それでは、本日の分科会は終了いた

します。お疲れさまでございました。 

 

午後５時２５分 散会 

 

令和６年（2024 年）３月１３日 

              

   一般会計予算決算常任委員会総務文教分科会長  伊 場   勇   
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